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午前１０時０４分 開 議

○議長（三浦利通君） 皆さん、おはようございます。

これより、本日の会議を開きます。

○議長（三浦利通君） 本日の議事は、議事日程第２号をもって進めます。

日程第１ 一般質問

○議長（三浦利通君） 日程第１、一般質問を行います。

質問通告書によって、順次質問を許します。

２番三浦一郎君の発言を許します。

なお、三浦一郎君からは、一問一答方式によりたいとの通告がありますので、これ

を認めます。２番三浦一郎君

【２番 三浦一郎君 登壇】

○２番（三浦一郎君） 皆さん、おはようございます。きょうから１２月議会の一般

質問になりますが、文字通り１２月らしく雪も見えまして、いよいよ最後の年末の議

会だなと、そんな実感をしております。

それでは、四つのテーマについて事前通告しておりますので、質問に入らせていた

だきたいと思います。よろしくお願いをしたいと思います。

それではまず、１点目であります。

新制度の農業委員任命問題についてであります。

新しい制度による農業委員は、去る７月の臨時議会による任命が決定して以降、活

動を始めているところであります。ただ、選任に当たって、市内地区、旧町村区域の

間に差別が見られ、船越地区には１人も配置されなかったことから、大きな問題に

なっております。

農地が３００ヘクタール以上ほどもある船越からは、このことについて、船越振興

会、農地保全船越地区清流会、船越町内会連合会、そして船越地区老人クラブ連合会

の四者が連名で、特任の農業委員１名を任命することの要望書も市に提出されていた

ところでありますが、いまだに改善されていません。

私は、９月議会でもこの問題を取り上げました。しかし、答弁には、合理性を欠い
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た疑問に思われる言い訳的なものがあり、改めて質問をしたいと思います。

まず、１項目めは、熟慮に熟慮を重ねたとする任命案の３案について、このことに

ついて伺いたいと思います。

１９人の新委員の任命案は、総務企画部長を中心とする男鹿市農業委員候補者評価

委員会、これは５部門の担当部門で、兼務の方もおりますので実質的には４者であり

ます。この評価委員会が三つの案を市長に示し、熟慮を重ねた結果、最終的に市長が

判断をしたとしておりますけれども、この３案には船越地区にも配置する内容のもの

があったのかどうか、そして、結果として船越からは任命されなかったのは、どうい

う理由があったのか伺いたいと思います。

次に、２項目めは、９月議会の答弁の際には、船越と脇本は一体の地区としてとら

えて、船越からは任命をしなかった旨の発言を市長がしております。船越と脇本は、

合併以前の旧行政時代から船越町、脇本村の違いがはっきりしているのに、具体的に

この任命に当たって一体と見ているというのは、どういう根拠で話をされているの

か、お伺いをしたいと思います。

次に、３項目めは、地区の不公平な委員の任命の結果、既に地域の状況を知らない

他地区農業委員が戸惑いながら業務を担っているとの声が現場から上がってきており

ます。農地利用の最適化などを進めるには、最初から不適切であり、配置の早急な改

善が必要とされているので伺いたいと思います。

２点目のテーマは、コメ減反廃止後の対策についてであります。

来年、平成３０年からは稲作の所得補償の一端も兼ねていた直接交付金は、すべて

なくなり、市全体ではこの１年間でさえ１億５千万円の収入減になり、交付金減額前

の１０アール当たり１万５千円のときからでは、毎年３億円の減収に相当します。加

えて、米の作付制限もなくなり、その結果としての過剰作付けともなれば米価下落も

心配されるところであります。

そこでまず、米価安定と稲作での所得確保には、どういう課題があるのかについて

伺います。

農家、ＪＡはもとより、関連業界のほかに、今までのように国や県行政も一枚加

わっての作付調整機能を持つ協議会が重要と思われます。市は、上部行政の県や国段

階にはもちろん働きをかけていただくとともに、男鹿市でも似たような仕組みをつく
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る必要があると思い、伺います。

２項目めは、水田転作の拡大、充実についてであります。

転作については、従来からいろいろ取り組んでおりますけれども、さらに今を機会

に、より本作化に意識を傾けて進める必要もあると考えます。どう農家やＪＡ等の現

場で動いている皆さんに働きかけをしていくのか伺いたいと思います。

３項目めは、飼料用米の生産についてであります。

稲の飼料作物としての利用は、ホールクロップサイレージなどもありますが、今

は、もみ子実そのものを収穫して配合飼料原料向けの生産が広く進んでいます。市で

の現状と取り組みの方向性は、どのように考えられているのか伺います。

次に、３点目は、健康寿命を延ばす対策などについてであります。

社会の高齢化は確実に進み、市においても単なる長生きだけではなく、健康での長

寿が大切であります。秋田県の健康寿命は、男性が７０．７１歳、女性は７５．４３

歳と言われております。

そこでまず、１項目めとして、男鹿市での健康寿命の実際は、県内やいろんなとこ

ろでも比べていただきまして、どのくらいのレベルにあって、これを向上させるに

は、どういう課題があるのか、考えている点をお伺いしたいと思います。

次に、健康寿命を延ばすための方法の一つには、予防的な定期的健診と運動教室や

健康体操などの必要があると思いますので、その点について伺いたいと思います。

健康に体を保つには、健診を受けるとともに、週１回程度の適度の運動が必要と話

されております。現在行われている毎年の集団健診参加等は、どのくらいの参加率で

あって、この受診率の向上には、課題をどういうふうにとらえているのか。また、運

動機会の向上には、いろんな運動教室や健康体操の拡大、普及が重要と考えますの

で、この課題についても質問したいと思います。

最後の４点目は、ＪＲ男鹿駅の移転についてであります。

菅原市長は、機会あるごとに男鹿駅の線路と直角に交わる頭端駅化と複合観光施設

「オガーレ」側への移動を訴えておりましたが、その実現に大きく前進できたことは

大いに評価するものであります。

１項目めとして、ＪＲ秋田支社との共同発表は、報道にもありますが、１０月３１

日に行われておりますけれども、それまでの話し合いの経緯について、時系列的に説
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明をしていただきたいと思います。

２項目めは、新駅舎の機能などについての充実にかかわることについてでありま

す。

新駅舎のイメージ図を見ると、平面的箱型スタイルで、観光地の終点駅としては物

足りなさを率直に感じます。ＪＲ男鹿線の沿線関係者で新しい男鹿観光推進のワー

キンググループも結成されるようでありますが、まず新駅舎本体の観光地らしいデコ

レーションイメージ案をＪＲに提案していくべきと思い、伺うものであります。

また、駅関連残存地の購入の予定の計画でありますけれども、合併特例債を考えて

いるようですが、総額はどのくらいの見込みで、男鹿市も財政的には厳しいものがあ

りますけれども影響はどういうふうに考えているのか、あわせて伺いたいと思いま

す。

以上の発言をして、質問といたします。

○議長（三浦利通君） 答弁を求めます。菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 皆さん、おはようございます。

三浦議員のご質問にお答えします。

ご質問の第１点は、新制度の農業委員任命問題についてであります。

まず、農業委員の任命については、２８人の候補の中から１９人を選任しなければ

ならなかったことから、評価委員とも協議し、熟慮を重ねた上で最終的に私が判断し

たということであります。

さきの定例会でも答弁しておりましたが、農業委員については、既に新体制で農業

委員活動に取り組んでいるところであり、当時検討された３案の内容については、差

し控えさせていただきます。

次に、船越と脇本は一体地区の根拠についてでありますが、任命案については、旧

制度の選挙区単位の定数を踏まえ、五里合、脇本、船越の３地区から５名を選任した

ものであり、船越と脇本は男鹿市東部土地改良区の受益地であることが一体地区の根

拠となっております。

次に、速やかな改善についてでありますが、旧体制の農業委員は選挙区を担当地区

としておりましたが、新体制の農業委員は、担当地区を持たずに活動しており、これ
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までに５回の定例総会と総会に係る現地確認や農地パトロールを実施しております。

また、農業委員会に対する農業者からの苦情等は寄せられてないことから、現場で

の問題は生じてないものと認識しております。

ご質問の第２点は、コメ減反廃止後の対策についてであります。

まず、米価安定と所得確保対応についてでありますが、平成３０年産から国による

米の生産数量目標の配分が廃止され、需要に応じた米の生産は産地主導へと大きく転

換されることになります。

秋田県では、産地が主体的に需要に基づいて生産量を決めるという制度変更の趣旨

を踏まえ、県全体の米の生産振興の考え方や生産量の目安を示し、その先は、各地域

の農業再生協議会へ委ねるとしております。

このことから、本市においては、従来どおり市とＪＡ秋田みなみや、市内の米集荷

業者などで構成する男鹿市農業再生協議会が米の生産調整を推進することになりま

す。今後も、県全体の生産量の目安等をもとに需要に応じた米の生産に取り組むこと

で、米価安定と所得確保に努めてまいります。

また、ＪＡ全中や米関係団体等で、産地が主体的、自発的に米をつくり過ぎないよ

う促したり、不安感がある業務用とのマッチングなど、需要に応じた生産を後押しす

るため、全国組織の立ち上げを検討していることは承知しております。

現在、この全国組織に対する国の関与が論じられておりますが、国が平成３０年産

以降の米の生産調整に、どのようにかかわっていくのか、今後の動向に注視してまい

ります。

次に、水田転作の拡充についてでありますが、ＪＡ秋田みなみや市内の米集荷業者

においては、ＪＡ全農秋田や秋田県主食集荷商業協同組合の方針などにより、米価安

定のためには、生産調整が必要であることの認識は共有しているところであります。

市では、平成３０年以降も従来の大豆や野菜などの転作作物の作付け拡大とあわ

せ、加工用米や備蓄米などの米作付けによる水田転作を推進してまいります。

ＪＡ秋田みなみでは、平成３０年農政改革に関する今後の方針などを早期に生産者

へ周知する必要があるとして、昨年４月から転作座談会を開催していると伺っており

ます。

また、男鹿市農業再生協議会においても、昨年２月に転作等に係る集落座談会を計
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画しているところであります。

次に、飼料用米の生産についてでありますが、飼料用米の作付面積は、平成２６年

産は１９．８ヘクタールでありましたが、年々拡大し、平成２９年産は６０．４ヘク

タールとなっております。

先ほども申し上げましたが、米価安定のためには、需要に応じた米の生産に取り組

むことが重要であることから、今後も大豆や野菜などの作付けとあわせ、飼料用米の

作付けを拡大し、生産調整面積の確保に努めてまいります。

ご質問の第３点は、健康寿命を延ばす対策などについてであります。

まず、市の健康寿命の実態についてでありますが、秋田県健康づくり支援集により

ますと、平成２５年の本市の健康寿命は、県内１３市中、男性が７７．７１歳の４

位、女性が８１．４２歳の１３位となっており、県内市町村の平均値を男性は０．２

８歳上回っているものの、女性は１．２５歳下回っております。

健康寿命向上への課題についてでありますが、その一つとして、日常生活における

歩行などの身体活動や運動習慣が少ないことがわかっております。

そこで市は、秋田県健康寿命日本一を目指す県民運動に賛同し、本年１１月９日に

「生涯スポーツを推進し、健康寿命県内一を目指す」とした健康宣言を行いました。

県と市が共通認識のもと、地域の健康課題の解決に向けて、健康づくりを推進して

まいります。

次に、予防検診と運動教室・健康体操等のすすめについてであります。

まず、特定健診の受診率でありますが、平成２７年度は２３．９パーセントで、前

年度と比較して１．１ポイントの増加したものの、平成２８年度は２３．３パーセン

トで、前年度と比較して０．６ポイント減少しており、４０歳から６０歳までの働き

盛り世代の受診者が少ないことが課題となっております。

市では、食生活や運動指導による生活習慣病予防教室等を通じて、生活習慣病の正

しい知識の普及・啓蒙を図るとともに、疾病の重症化予防の推進に取り組んでおりま

す。

平成２８年度の糖尿病予防教室では、参加者１６人が食事や運動などの生活習慣の

改善に取り組み、１１人が健診結果を改善しております。

また、平成２９年度のロコモティブシンドローム予防教室では、参加者２１人が骨
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や関節、筋肉などの機能を改善する運動を実践し、アンケートの結果では、継続して

参加した１２人が膝痛の改善や緩和を実感したと伺っております。

今後は、市民が健康づくりに取り組める環境の整備を推進し、関係各課と連携を図

りながら、さまざまな健康寿命を延ばす取り組みを継続してまいります。

ご質問の第４点は、ＪＲ男鹿駅の移転についてであります。

まず、ＪＲ秋田支社との共同発表までの経緯についてでありますが、私は、かねて

より複合観光施設に近い位置に移転した場合のメリットとしては、駅舎と複合観光施

設が連携した空間が創出されることにより、ＪＲ男鹿線との連携による誘客の強化や

鉄道利用者及び観光客の利便性の向上が期待できることから、ＪＲ秋田支社に対し、

強い期待感を伝えてまいりました。

こうした中、ＪＲ秋田支社では、交流蓄電池車の導入や沿線に再生エネルギー施設

を集積していることから、男鹿線を「観光」と「学習体験線区」としての特色を強化

し、観光活性化に取り組むこととし、複合観光施設の建設にあわせ、ＪＲ秋田支社単

独事業としての駅舎の移転計画を１０月下旬に決定したものであります。

次に、新駅舎機能等の充実についてでありますが、１０月３１日に発表された新男

鹿駅舎については、現段階ではＪＲ秋田支社のイメージパースでありますので、市と

いたしましては、複合観光施設と連携した新たな街並みにふさわしい新駅舎としてい

ただけるよう、ＪＲ秋田支社に要望してまいります。

また、ＪＲ用地の購入総額については、新駅前周辺の整備に関する事業費や整備財

源も含めた基本計画を早急に策定する必要があり、現時点では総額をお示しすること

は困難でありますが、財源については、合併特例債等の有利な財源を念頭に置いてお

り、他の一般経費及び政策経費に影響を及ぼさないように取り組んでおります。

以上です。

すいません、一部訂正させていただきます。

水田の転作拡充についてでありますが、ＪＲ秋田みなみでは、平成３０年、農政改

革に関する今後の方針等を早期に生産者へ周知する必要があるとして、今月４日から

というところを昨年４月と申し上げました。おわびして訂正申し上げます。

○議長（三浦利通君） 再質問、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） それではですね、質問の順序と逆なんですが、４点目の方から
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ですね質問をさせていただきたいと思います。一番最初のは時間がかかると思います

から、よろしくお願いします。

まず、ＪＲ男鹿線のことについてはですね、自分も不十分な点はあるけれども、ま

ず、おおむねそういう形で進行しつつあると言いますか、広がっていくということに

ついては、大いに期待するところであります。

そして、まだ、このごろはっきりした段階なので、いろんな積算とかそういうやつ

は精査しなければならないということはわかりますけれども、大枠としましては、市

長もＪＲ側にお願いをすると言っていますが、市長がいつも言っている頭端駅という

ことですから、市長はいろんなことでほかの駅の状況もわかると思いますが、観光地

としての頭端駅という形で、やっぱり市民もですね、よかったなと、そんなことの見

える化って言いますかね、そういうことでぜひこれもお話によると「オガーレ」と同

じような７月ぐらいに、来年ですね、オープンするということのようですから、かな

りそうまたゆっくりしていてもだめだと思いますから、ぜひですね急ぎながら進めて

いただければなと思います。

そして、あと経過的なことなんですが、そうすればあれですか、ＪＲ秋田支社とは

何回ぐらい、向こうの方の皆さんとか話をして今の段階になっているのか。それか

ら、いつぐらいから具体的にこういう話が進んできたのか、そういうですね経過的な

ことをもうちょっと話していただければと思います。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 頭端駅は非常に大事な駅ですよね。終着駅というのは、秋田県

に私が覚えているのでは矢島駅と、小坂駅は今なくなっていますから、その二つと男

鹿駅ぐらいしかないんです。特に男鹿駅は、海が見える駅ですよね。これから男鹿半

島に入って行くと、そういう玄関口ですし、非常にロマンチックな、男鹿のモニュ

メントだと思っています。非常に大事なところです。

それで、はっきり言うと、男鹿でもっと、半分以上。普通の駅舎というのは恐らく

七、八割が地元の市町村の負担になります。なかなか言いにくいところもあるんです

けれども、何とか景観も考えながらというお願いはしております。

いつからこのことにかかったかという話をされても、きちっとした協議は確か１０
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月、事務方が書いてますけども、１０月だったと思います。すごいこう、こういう話

というのは一気に決まるんですよね。だから私は、そういうニュアンス的なものはつ

かんでいますけども、具体的なその話は確か１０月だったと思っています。詳しいこ

と、その日にちまでだったら、また後で答弁しますけども、一応以上です。

○議長（三浦利通君） 三浦一郎君

○２番（三浦一郎君） それでは、４点目のことについては、まだ具体的なことについ

てはですね、これから検討されるということでありますから、それでもですね、それ

こそ文字通りスピード感をもってですね、特に船川地区の皆さんが、やっぱり何とか

期待できるんだなと、移転してよかったなという実感がですね少しでもふえていける

ような形で取り組んでいっていただきたいなと、そういうふうに思います。

それでは、次、３点目の健康寿命を延ばす対策のことなんですが、これについては

ですね、市長の答弁で、何と言いますか着実に進んでいるというか、そういうような

形で、あと健康子育て課が担当というかね、何かそんなことでいろんなトータルで

やっているようですが、あちこちの市内でもですねミニ教室と言いますか、そんなに

人は多くはないけれども、いろいろ企画されて取り組んでおられると、ここ１年か２

年くらいはそういう傾向にあるということで、それは評価したいなと、そういうふう

に思っております。

それとですね、いつも集団健診の受診率のことなんですが、向上のことについて

は、男鹿市の場合はあんまり十分でないということの話なんですが、普通は、ほかの

病院とかに行っているから、集団健診とかそういうのは行かなくてもいいという市民

が大分いるようだと、そういうお話なんですけれども、そこら辺ですね、やっぱり機

会があったらぜひ受ける、何回受けてもいいということじゃないと思いますが、やっ

ぱりそれだけですねいろんな病気に対する自分の状態がわかっていけると思いますか

ら、ほかのところにもかかっているから必要ないという、そういう考えている皆さん

はどの程度で、ほかの病院に行って健診を受けられているのか、もうちょっとです

ね、そういう話をされる市民に対しては、もっと別な観点から集団健診の大切さを訴

えなければいけないのではないかというふうに自分は考えますので、そこら辺につい

てはですね課題ではあると思いますが、どういうことでそれらを理解してもらって集

団の行政の健診率を上げていくか、課題的に考えている点とか、もう少し問題点、別
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な観点からもあるということでありましたら、その点話していただければと思いま

す。

○議長（三浦利通君） 柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

健診に関しまして、今、議員のご質問ありました、健診を受けない方の大体６割ほ

どが病院に通っているからいいと、今治療中の病気があるから特に健診を受けないと

いうような考えを持っているというアンケートを取っております。ただ、この病院に

通っているからいいという考えの中には、治療している病気以外の病気というのは、

なかなかお医者さんも積極的に発見しないというものがありますので、これにつきま

しては、今後、各市内の病院の先生にお願いして、決して今治療しているもの以外に

病気がないとは言えないので、積極的に健診を受けるようにというようなお願いをす

るような、そういうふうなことも考えております。なかなか治療中であっても、その

ほかの病気についての健診というのはできないものですので、こちらの方は、今、治

療を担当しているお医者さんの方からも一言加えてもらうというような方策をとりた

いと考えております。

以上です。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） 少し具体的な突っ込んだ話をしていただきましてありがとうご

ざいました。ぜひ頑張っていただきたいと思います。

次は、２点目のテーマの米の減反廃止についてのいろんな対策の関係なんですが、

おおむねですね、まず男鹿市の場合だと従来の組織を活用して、農家とかＪＡとか相

談をして進めていくということなので、それはよかったということで考えています。

いつもはですね、行政の方、地区段階になると、県とか国とか上の方のことばっか

り気にをして、そっちがどういうふうにするのかなということがあって自分のところ

も考えるという、そういう形だと思いますが、今回の場合はですね、市レベルとか県

レベルは比較的従来と同じようにして、転作だとか減反のことについては主食用米が

余り作られ過ぎないような形で進めていくという、そういう気持ちはいろんなことに

出てくるんですが、肝心なのは根元の国の方です。何か逃げているという感じがしま



- 39 -

す。ですから、いつもはですね国で方針を示して、あとは県・市とかということで来

るんですが、今回の場合は何か全く逆だすものね。ですから、そういうことについて

はですね、ぜひ市の方でも、県もですねそんな形で頑張っているようですから、両方

でですね国の方に具体的に、国民の食料のことについては国が基本的に責任があるの

だし、法律とかいろんな各種のもとはみんな国なわけです。ですから、肝心なその親

分が逃げているというようなことについては、やっぱりこれはおかしいことだと思い

ますから、ぜひ市でも県と一緒になってですね、国をつつくというかね、おかしいん

じゃないのかなと、今までの政策の進め方からいって。誰が最終的な責任を持ってい

くのか、今、北朝鮮の武力的な安全保障の話もありますが、食料の安全保障というの

もあるわけですから、ぜひ国の食糧安全保障に対するそういう考え方ですね、逃げな

いで、北朝鮮のことについては過剰に反応しているように自分では思いますが、ぜひ

その食べ物の方も安全保障の重要なテーマですから、もっとですね先になって、逃げ

ないで取り組んでいただきたいなということをですね、ぜひ機会あるごとに地方の意

見だということで働きかけをしていってもらいたいと思いますが、市長どういうもん

ですか。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 先日も東北農政局と県内の市町村長との意見交換会がありまし

て、議員が指摘されたような話を多くの首長が話していました。重く受けとめていく

という話を伺っています。

私も国会議員との話の場があれば、その都度そういう農業問題については、お話を

しているところであります。粘り強くやっていきますので、よろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） 市長からそう言ってもらえることは、大したいいことだと思い

ますし、つけ加えてですね、今、生産調整のことについては国は腰が引けているんで

すが、別の法律で食糧法というのがあるんですね。これには国民の食料のですね自給

と安全確保、この責任は国が法律に書いてやらなければならないということになって

いるわけですね。ですから、何でも国は法律が合わないとかって言ってますが、そう

いう根本の法律、それかなり前にできたんですが、そういうこともあるのでですね、
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法律の裏付けもあるわけですから、ぜひ情緒的なことも含めて、そして法律の裏付け

もですねきっちり粘り強く話をしていただいて、やっぱり国民の食料のことですか

ら、国が最終的に責任を持つと、そういう態度でですねさらに奮闘をしていただけれ

ばということで、このことについては終わっていきたいと思います。

それからですね、つけ加えてもう１点、これに関してと言いますか、このテーマの

ですね三つ目の飼料作物のことなんですが、これについてもですね、男鹿でも結構、

年ごとに１０ヘクタールぐらいずつ、２０ヘクタールぐらいずつ拡大していっている

ということなんですが、何かこれをもっとふやしていくということになると、課題的

なことについては農家とかＪＡでは具体的に何か市役所と相談をされているような事

項があったらお知らせいただければなと思いますが、よろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） 藤原産業建設部長

【産業建設部長 藤原誠君 登壇】

○産業建設部長（藤原誠君） お答えいたします。

飼料用米の作付につきましては、年々需要が伸びていっているということで、生産

面積もふえていっているということでございます。ただ、飼料用米につきましては、

品種が異なるということで、小規模で行うということがなかなか難しいという部分が

ございます。やはり乾燥時点とか精米時点で混ざってしまうということが、課題とさ

れているというふうには伺っております。

ただ、取り組みに関しましては、市から特別というわけではなくて、農家みずか

ら、ＪＡの指導もあると思いますけれども、生産面積の方は拡大傾向ということで

伺っております。

以上であります。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） 転作関係については、この程度にしてですね、最初のテーマの

農業委員の任命問題についてですね、伺いたいと思います。

まずですね、評価委員会の方では案を三つ作って、それをもとにして市長とお話を

したということで、その中心的な役割は総務企画部長が取り組んでいると、そういう

ようなことなんですが、どうなんですか、案の中には三つともですね、船越地区から

も選出するということがあったのか、それとも三つのうちに一つだけでもあったの
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か、逆に３分の２と言いますかね、二つは載っているのか、そういうような形が考え

られるわけですね。

それで、まず普通に考えるとですね、前から農業委員というのは、そこの地域の人

でなければよくわからないというのが、まず普通なわけですね。そして、農家からは

何もいろんなクレーム的なことはないとかというようなことで言っていますが、私が

聞いたのは、任命された農業委員からの話です。結局、今みんな農業委員の数も大分

少なくなってきているわけなんですが、簡単に言うとですね、自分の近くのいろんな

農業実態の把握とかそういうものが複雑なってきているということのようなんです

が、ですからはっきり言ってですね、旧町村を越えて、ほかの町村のところまでそん

なに気が回らないというか、形としては男鹿市区域ということになっていると思いま

すが、現実はそうではないと思います。ですからね、あともう委員決めてやったとい

うことで、それはそれでわかりますけれども、常識的には三つの案の中に、船越は

入っているという考えるのが普通だと思います。それはでも、現場の声だとかいろん

なものを見ていって、合併前の旧町村のことまでは、農家とか農業生産の仕組みなど

少しはわかると思うけれども９割以上はわからないと思いますよ。ですから、案の段

階で船越がもし仮に入っていないとすればね、日常的ないろんなこの事業に対する、

農業に対する施策のことから見てですね、船越を外すというのはあり得ないと思いま

すよ。ですから、本当に行政の執行部の皆さんがね、そういうことを全然念頭にな

く、最初から船越は入れてなかったのか、それとも入れてあったのか。

それと、それ今始めていますからということだけれども、個別に誰それ云々とい

うんじゃなくて、施策の考え方の基本的な理念のことですから、だから常識的なこと

でそういうふうな案づくりはですね、考えていなかったのか、文字通り。でも、私は

三つには入っていたんじゃないかなと、３案あったとすればですよ、そこら辺、さっ

きはやってしまっているから、あともういいというんだけれども、個別のですね委員

の云々とかでないのだから、考え方の点でですね、その三つの案というのは本当にそ

の３案あってそういうふうになっているのか、いや、それとも、まとまって１案を

持っていって話をしたのか。実際の話です。個人のプライバシーとかそういうものに

関係しない形で、ぜひ考え方のですね大もとのことをもう一度伺いたいと思います。

○議長（三浦利通君） 市長
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【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

私、前にもお話しましたけども、農業委員というのは非常に重いということを、し

みじみと感じています。農業委員に外れた人から、私こういうことも言われました。

精神的に非常に落ち込んで、うつ状態だと、そういう話をした人もいるし、いまだに

私と顔を合わせても口もきかないし、顔を見ないようにしている人もいます。それだ

けね、非常に農業委員というのは大事で、その人たちがやっぱりプライドを持って、

農業委員という責任の重さを感じて行動しているんだなということを思っています。

先ほど答弁の中にもありましたように、今までと違って農業委員も区割りをしない

でやっていると、そういう答えもあったように、時代も変わってきているんだと思い

ます。交通も整備されて、携帯電話とかそういうのも発達してきて、情報の伝達もス

ムーズにいくと。そういうふうな流れも変わってきていると思います。

議員に指摘された３案のうちにあったかどうかという話ですけれども、私は正直な

話、３案というのはあったかどうかも記憶は定かではないんです。それで、もしあっ

たとしても、そのことをこの場で言えることではないと思います。私は、もう「オー

ル男鹿」で全体的な新しい農業に取り組むと、そういう判断でこういうことを決めさ

せていただきました。

以上です。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） 市長、今ですね、農業委員は区域定めないでやっていますって

いう話であったんですが、今、手元に新しい農業委員会制度の条例、国の法律ですか

ね、それをもとにして男鹿市でもつくったということなんですが、これは農業委員会

の資料をもとにして議会事務局からいただいたものなんですが、これのですね１７条

６項には、これ、国の全体的な農業委員会の法律ですが、男鹿の場合はですね、農業

委員と有効活用できるような推進委員と兼ねて農業委員を置くということで、この推

進委員とかそういうものは置かないということになったんですが、この６項にはです

ね、市長は区域を決めないでやっているということなんですが、規定による農地利用

最適化推進委員を置かないということにした農業委員会は、いろんなそういうことに

ついて規定する事務については、各委員が担当する区域を定めなければならないと、
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こういうふうに書いてますね。だから私は、素直に区域のことで考えれば、旧町村単

位だと思いますよ。だから、誰それはどこの区域とか、こういうことで、これ文字通

り読むとですね、国で示した新しい農業委員会法に、そういうふうに書いています

よ。ページは３４ページ分の６というところで、これが常識的ではないんですか。実

際の現場でのいろんなとらえ方でも。隣の区域でも、よく事情がわからないというこ

と、いろんなこと踏まえた形で、文章になればこういうふうになると思いますが、各

委員が担当する区域を定めなければならないと、こういっていますが、市長それ、何

か法律の趣旨から随分離れているんじゃないですか。それはどういうふうに考えてい

るんですか。こういうことをしっかり理解しないで配置を考えたのか、そこら辺です

ね、その点伺いたいと思います。

○議長（三浦利通君） 武田農業委員会事務局長

【農業委員会事務局長 武田誠君 登壇】

○農業委員会事務局長（武田誠君） ご質問にお答えします。

条文までは、今、手元に持ち合わせておりませんが、新制度の農業委員において

は、限られた区域に定数を設けることは、あってはならないと。ただし、農地最適化

推進委員を置かない市町村においては、ある程度考慮することも必要だろうというこ

とは、アドバイスを受けておりました。ですから、最初、最適化推進委員と両方置く

ということで検討されたんですが、最終的に定数を皆様にお願いする際に、男鹿市は

最適化推進委員を置かなくてもいいということになったことから、委員のみの１９名

を決定していただきました。

このことから、本来であれば男鹿市全体の中で１９人の委員を決定すればいいとい

う状況になったわけですけれども、これまでもご説明しておりますとおり、急な制度

の変わり目において、いろいろな場所で不都合が生じては、農地の問題、農業委員活

動に支障があるということから、これまでの旧選挙区制を踏襲したということで全体

の１９人を決めたわけでありまして、基本的には農業委員と言われるものは、地区を

限定することとか、限定して定数を張り付けるとか、そういったことはしないように

ということで言われております。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） 今の答弁のですね考え方も、経過的な移行の時期にあるとい
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う、それはわかります。けれどもですね、法律には、こうはっきり書いているんです

よ。各委員が担当する区域を定めなければならない、普通こういうのは、ならないと

いえばやらなければいけないことなんですね。そうすれば、法律のやっぱり運用のこ

とについては、まだまだ十分考慮していく余地があるということで考えてよろしいん

ですか。そこら辺どうですか。

○議長（三浦利通君） 武田農業委員会事務局長

【農業委員会事務局長 武田誠君 登壇】

○農業委員会事務局長（武田誠君） 確かに言われるとおり、農業委員のみで活動して

いくとなると、地区のことを考えていく必要はあるようにも考えられますけれども、

先ほど市長が答弁しましたとおり、これからの農業委員は、やはり地区を限定しな

い、むしろ男鹿市全体の農地の問題を限られた定数で考えていく必要があると言われ

ております。ですから、むしろその次回の改選時等には、若い人が多く応募してもら

えるような努力をしながら、限られた地区から若い方がもし多く出るようなことがあ

れば、むしろ若い方を優先して選任するというようなことになれば、同じ地区から若

い人が複数選任される可能性もあると思います。いずれにしても、制度が変わってき

ていることから考えれば、男鹿市全体で若い人、女性を含めて、中立委員を含めた形

で１９人を選任するという、そういう制度に沿った方に移行していくというのが次

回、あるいはその次の改選時に考えられる最良の方法ではないかと考えております。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） じゃあ今の答弁に基づいて、少しまた考えてみたいと思うんで

すが、女性が何名とか、それから中立委員何名とか、そういう規定も新しい制度には

ありますから、そういうのはね、その旧町村地域とかそうじゃなくて、男鹿市全域と

言いますかね、それの観点でやれるという考え方というのは、それはわかりますよ。

でもそれはですね、１９人いるうち、今回だって３人ですね、そういう対象の人は。

全域でね、男鹿市全体でやっぱりいろいろ考えていかなければいけないというのは。

じゃあ残りの１６人はどういうふうになるかというと、男鹿地域のどっかに必ずまた

任命して配置するわけですね。ですから、むしろですね、中立委員、女性云々は、そ

れは例外というんじゃなくて、制度の一部で、要は１９分の３と１９分の１６の違い

ですね。ですから、１９分の１６の点については、やっぱり現実的に旧町村区域ぐら
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いの中でですね、農家の数だとか、農業者だとか、農地、耕地とか、物理的に回らな

ければいけないといいますか、自分で担当しなければいけないというところは、法律

にはそういう人方は区域は決めなくてもいいといっていても、運用としてはそういう

ふうにしていかなければ、農業委員の皆さんだって大変だと思うし、大変だけれども

実質的にはそういうことではできないと思いますよ。だから、もっと現実に即して考

えなければいけないのではないのかなと思いますが、そこら辺どうですか。法律にも

書いていて、現実には難しいというと、やっぱり互いに見える旧町村区域ぐらいの範

囲で、ある程度ですね、そういう一般的な農業委員については、そういうものを勘案

しながら、面積をカバーできるような人数をそれぞれ配置していくというのが普通の

ことではないんですか。そこら辺どうですか。法律の解釈を逆に考えているんじゃな

いですか。そこら辺もう一遍お願いします。

○議長（三浦利通君） 暫時休憩します。

午前１１時１１分 休 憩

午前１１時１１分 再 開

○議長（三浦利通君） 再開いたします。

菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

いろんな考え方があると思います。今、農業委員だけじゃなくて最適化推進委員も

必要だとか、女性の配置、若者の配置、そのことも含めて、もう３年後にありますか

ら、それまで、前にもお話したように皆さんと一緒に議論を積み上げていきたいと思

います。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） さらにあります。あのですね、３年後って言いましたね、今。

昔のひと昔は１０年ですよ。この四、五年ぐらい前までは、ひと昔って３年って言っ

てました。でも今はみんなこう、いろんな情報機関が発達して、日進月歩になってき

ていますよ。ですから、市長、３年後に考えたって、もう時代おくれですな。特に

今、米の生産調整の仕方とか、主食米のつくり方も変わって、直接の交付金もなく
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なって、何とかしなければいけないということで、早く地域の状況とかそれをつかま

なければいけない時代ですよ。変な話、今までの時代はゆっくりしてたとかというん

じゃなくてね、特に変わり目なものだから、とても３年も待っていれば、おかしいん

じゃないですか。ですから、３年後のことはそれはそれでもいいけれども、それまで

の、課長の答弁にもあったように、制度が変わってきて、いろいろ運用とかそういう

やつね、それは３年後の話はわかりますがその間のつなぎのことを船越を何とかしな

ければいけないと、自分ではそう思いますし、ほかの人もみんなそういうふうに考え

ると思いますよ。特に船越地区の皆さんは。ですから、老人クラブ連合会の人方も、

何とかしなければいけないということで要望書を出すし、町内会でもそういうこと考

えていると。話をしていればみんなそうですよ。だから、３年なんて待っていられな

いってことです。だからお互いその変われば、なじみのないこともあるわけですか

ら、今回決めてしまったこの１９人については、これはこれでね一生懸命頑張っても

らって、船越地区には最低１人ぐらいは、それをカバーできるような仕組みをつくっ

て、一緒に農業問題のことについてはですね、船越地区の皆さんも考えるような、そ

ういうことを脇の方につくっていかなければだめだと思いますよ。「オール男鹿」っ

て市長何回も言うけれども、「オール男鹿」の前に農業の「オール男鹿」もできな

いんですよ、これでは。ですから、１９人のことについては、それはそれでいいで

す。だから、その点をですね、カバーできるような仕組みについて・・・

○議長（三浦利通君） 三浦議員、時間オーバーです。

○２番（三浦一郎君） もうちょっと、もう少しで終わりますから。それで、ぜひです

ね、その点をカバーできるような方法について、もっとこう、それこそ熟慮して、移

行期のことですから、対応していけるその幅をですね持っていただきたいなと思いま

す。その点、市長もう一遍答えていただいて終わりたいと思います。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

議員のおっしゃるように、農業委員のことについては３年後に変えていくと、そう

いうことだと思います。いろんなことについて常に変えていくと、そのことは、おっ

しゃるとおりだと思います。だから、ただ、今、見解の相違は、今この状況で、今の
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現状で困っているという話は、まだ来てないんですよ、私の耳元に。それでまた、議

員がおっしゃるように船越の人たちがみんな困っているという話をしていますけれど

も、私も船越の人と何回も会っているんです。町内会、老人会、いろんな人に会って

話を聞いていますけれども、私に直接困っているという話は聞いたことがないんで

す。だから、問題があれば、１人でもひざ詰めで話しますから、言ってくれれば対応

します。だからそのことを捨てておくということじゃなくて、ちゃんと対応しますの

で、その具体的な話をしてくれればちゃんとやりますから教えてください。

以上です。

○議長（三浦利通君） ２番三浦一郎君の質問を終結いたします。

○２番（三浦一郎君） ありがとうございました。

○議長（三浦利通君） 次に、６番古仲清尚君の発言を許します。６番古仲清尚君

【６番 古仲清尚君 登壇】

○６番（古仲清尚君） 皆様、おはようございます。古仲清尚でございます。

平成２９年１２月定例会に当たりまして、一般質問の機会をいただきました議会の

皆様、関係各位の皆様方に対しまして、心から敬意と感謝を申し上げます。

また、傍聴席においでの皆様方におかれましても、日ごろより市政に深い関心をお

持ちいただきながら足をお運びいただいておりますことに、心から敬意を申し上げま

す。

それでは、通告に基づきまして質問に入ります。

大要１点目は、水産業の振興・活性化に向けてであります。

ことしもハタハタ漁の季節が到来し、男鹿市内の港が活気づいております。男鹿の

冬の風物詩でもある季節ハタハタ漁の豊漁を心から祈念するものであります。

さて、男鹿市の漁業・水産業については、これまでも本会議を含めまして幾度とな

く質問をさせていただいているところでございますが、市当局におきましても、本市

の漁業や水産業におけるさまざまな課題等について、日々精査、研究をされているこ

とと存じます。

各種統計資料等によりますと、秋田県の水産業は、約１５０種の魚介類が漁獲され

る一方で、それらの漁獲量が少なく、市場のニーズを十分に満たすことができずにお

り、県内で流通している県産魚の割合が低いほか、漁業者の減少や高齢化も進んでい
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るなど、さまざまな問題を抱えることが明らかになっております。

漁業経営では、兼業漁業者が圧倒的に多く、漁業経営のみで生活を維持することの

困難さも垣間見られております。特に本市においては、漁業者の高齢化や新規就業者

等の担い手不足が深刻な状況に迫っており、向こう１０年と言わず、あと５年もすれ

ば本市の漁業・水産業の様態が変わってしまうのではないかとさえささやかれており

ます。こうした実情を踏まえた上で、以下質問をいたします。

１項目、漁村の維持形成等、持続可能な地域水産業へ向けて。

今後、本市の漁業・水産業が生業として、また、地域社会の中の産業として持続し

ていくために、漁業者の取り組みを促進するために必要な措置の実施や漁業アカデ

ミー設置等による新規就業者支援など、行政としてもそれらに向けた対応が急務と考

えますが、人口減少社会、少子高齢化の中にあって、本市の考える今後の漁業・水産

業のビジョンをどのように描いているのか、見解を伺うものであります。

２項目、水産資源や漁場環境の適切な保全管理について。

本市の水産物は、秋田県の県魚であるハタハタをはじめ、サケやマス、マダイやヒ

ラメ、クロモやギバサ、ワカメ、コンブなど、全国に発信できる良質な海の幸として

魅力が大きく、また、定評があると言われております。ハタハタについては、昨今、

漁獲量、漁獲高ともに減少をしており、クロモもまた同様であります。本市におきま

しては、今後、なお一層、水産資源や漁場環境の適切な保全、管理が重要と考えます

が、どのような保全管理計画を策定か、見解を伺うものであります。

次に、３項目、国及び県、秋田県水産振興センター等との連携について。

今後、本市に所在する秋田県水産振興センターが、現在、施設のリニューアルが行

われており、平成２９年度には親魚棟、機械棟、海水取水設備、淡水ろ過設備、屋外

トイレ棟などの生産棟が完成し、今後、平成３０年度は育成棟が整備される予定が示

されております。

本市の水産業を考える上で、国や県及び男鹿市に所在する県水産振興センターとの

連携は必須であることから、今後、国及び県などと、どのような連携体制を講じ、推

進されていかれるのか見解をお伺いいたします。

次に、大要２点目、地域医療連携についてお伺いいたします。

団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年における医療提供体制の２０２５年モデ
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ルの実現に向けて、医療・看護、介護・福祉、住まい、保健・予防、生活支援の５大

要素で構成され、それらを一体的に包括する地域包括ケアシステムの構築を軸として

医療提供体制の改革を推進する医療の機能強化や機能効率化、また、医療・福祉連携

及び在宅医療、在宅療養支援の充実等、既存の病院完結型医療から地域完結型医療

へ、治す医療から、治し支える医療への転換を図ることが主眼とされております。

本市におきましても地域包括ケア病床の評価拡充や在宅療養支援の強化など、シス

テム構築を見据え、既に取り組みを行っているところでありますが、今後、県がさき

に示した秋田県地域医療構想を軸として、男鹿市の実情に沿った形で男鹿市ならでは

の男鹿版地域包括ケアシステムの構築、推進が期待されるものでありますが、以下質

問いたします。

１項目、男鹿版地域包括ケアシステムの構築に向けて。

一つとして、本市の医療、看護、介護など、さまざまな社会資源の把握について。

二つとして、在宅医療、看護、介護連携需要の課題抽出及び対応策の検討につい

て。

三つとして、各種サービス提供者や従事者間の情報共有及び意識醸成について。

四つとして、国、県、医師会、看護協会などとの広域的連携のあり方について、そ

れぞれ市の見解を伺うものであります。

２項目、地域共生社会への対応について。

今後の地域共生社会への対応について、個人や世帯の抱える複合的課題などへの包

括的な支援、また、さまざまな諸課題に対応する分野をまたがる総合的サービス提供

の支援は、市としてはそれらに対し、いかなる対応をお考えか、お伺いいたします。

一つとして、行政による地域住民との協働による包括支援体制構築への対応につい

て。

二つとして、地域包括支援センターの機能強化及び認知症施策推進への対応につい

て、それぞれ見解をお伺いするものであります。

３項目、社会保障制度における今後の見通しについて。

来年度、国では介護保険法並びに社会福祉法等、改正が予定されておりますが、そ

れらによる社会保障制度の変化について、本市ではどのようにとらえておられるの

か、市の見解を伺うものであります。
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次に、大要３点目、スポーツ合宿等誘致促進事業についてであります。

本市においては、滞在型観光の推進を図る目的のもと、市外の高校・大学等の団体

が男鹿市内に宿泊して行う合宿などに助成を行う制度を、スポーツ合宿等誘致促進事

業として展開をしております。

スポーツに汗をかき、男鹿の海の幸や山の幸といった食も楽しみながら、温泉で疲

れをいやす。現行制度では、この合宿補助制度は、スポーツ合宿等と記載があるよう

に、スポーツ団体や部活動などの合宿だけではなく、文化・芸術活動を行う団体も、

市長の許可があれば対象となるなど、その解釈に自由度があると認識をしておりま

す。

当該事業が、今後、時代の変遷とともに、さらに社会的ニーズに適合していくため

に、このスポーツ合宿等誘致促進事業の充実・強化が必要と考えますが、それらを踏

まえ、以下質問いたします。

１項目、当該事業における近年の事業実績と今後の見通しについて。

２項目、事業の充実や促進を含めた要綱改正に向けて。

例えば、競技性の高いアスリートコースや企業等の体育祭など協和性の高いレクリ

エーションコースの新設など、利用者それぞれの志向に合わせたコースの新設はもと

より、コースそれぞれに対応する食の提供やマネジメントも非常に重要になろうかと

考えられることから、これらを踏まえた利用促進に向けた対象項目の適宜分化による

要綱整理を提案するものであり、市の見解を伺うものであります。

次に、大要４点目、ネーミングライツ（施設命名権）導入に向けてであります。

ネーミングライツ（施設命名権）は、日本においては２０００年代前半から盛んに

なり、自治体においても公共サービスの維持・向上を図るため、また、命名権を持っ

た企業の社会貢献活動及び企業広報の一環としても取り組まれてきたものでありま

す。

秋田県内では、秋田市が秋田市八橋運動公園球技場や秋田市立体育館などの施設に

おいて、数年前よりネーミングライツを導入しております。

このネーミングライツ導入につきましては、平成２８年３月定例会におきましても

質問をさせていただいており、その際、市当局におきましては、ネーミングライツの

導入については、市の自主財源を確保できることから、男鹿市の施設に対する企業の
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意向を調査し、可能性について研究するとの答弁がありました。

また、男鹿市行政改革大綱の中でも検討中とされております。

本市におきましては、公共施設のみならず、さまざまな社会資源に対しネーミング

ライツを活用展開する可能性があると考えますが、市の見解を伺うものであります。

次に、大要５点目、公衆無線ＬＡＮ環境の活用展開の可能性についてであります。

平成２８年版「情報通信白書」によりますと、２０１５年末の情報通信機器の普及

状況を見ますと、携帯電話・ＰＨＳ及びパソコンの世帯普及率は、それぞれ９５．８

パーセント、７６．８パーセントとなっており、携帯電話・ＰＨＳの内数であるス

マートフォンは、前年比７．８パーセント増の７２パーセントと普及が進み、パソ

コンとの差が前年の１３．７ポイントから４．８ポイントに縮小しております。

こうした情報通信機器の普及が全体的に飽和状況の中、スマートフォンの保有が

年々増加し、７割を超えております。

総務省では、平成２８年６月２日閣議決定された「日本再興戦略２０１６」及び平

成２８年５月２０日閣議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」において、外国

人旅行者等が観光、災害時にも利用しやすいＷｉ－Ｆｉ環境を実現するため、２０２

０年までに主要な観光・防災拠点における重点整備箇所として、避難所・避難場所に

指定された学校等を含む推計約２万９千カ所について、国が作成する整備計画に基づ

き無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備を推進しているところであります。

本市におきましても災害発生の有事の際、災害の危険性がなくなるまで滞在し、避

難生活を送る避難所、避難場所や被災場所として想定され、災害対応の強化が望まれ

る公的拠点、公共施設などにおいて、災害時の必要な情報伝達手段の確保へ効果、あ

るいは平時においては観光関連情報の収集、教育分野での活用など、その利活用の幅

は非常に広く、利便性の向上が大きく図られるものと考えられますが、本市の現状と

活用展開の可能性について、市の見解を伺うものであります。

以上で初回の質問を終わります。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 古仲議員のご質問にお答えします。

ご質問の第１点は、水産業の振興・活性に向けてについてであります。
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本市は、県内最大の漁場を有しており、漁獲量は県全体の約半分を占めておりま

す。が、一方、漁業就業者は、個人経営が主で高齢化傾向にあり、高齢者の確保・育

成が大きな課題となっております。

今後の本市の漁業・水産業については、水産業の持続的な発展を図ることが重要で

あると考えております。

こうしたことから、水産資源の維持・増大を図るため、中・高級魚等の種苗放流、

増養殖に努めるとともに、沿岸漁場、流通施設等、生産基盤の整備とあわせて、栽培

漁業や資源管理型漁業を推進し、漁業者の収入増加により、経営の安定を図ってまい

ります。

また、漁業就業者の確保・育成については、漁業の経験がなくても円滑に就業でき

るよう、県が実施する「秋田の漁業がんばる担い手確保育成事業」を活用し、若者世

代に漁業の魅力を伝えるとともに、技術研修の実施や、技術習得を終え、自立を目指

す場合に経営安定に向けた支援を行ってまいります。

さらに、水産資源の有効活用と安定的な供給先を確保するため、加工品の開発を促

進するとともに、消費者へのＰＲや販路拡大につながる取り組みに支援してまいりま

す。

こうした取り組みとあわせ、「もうかる漁業」を推進するため、男鹿市複合観光施

設を拠点とし、急速冷凍設備を利用した６次産業化により、水産物の安定的な供給体

制を確立することで、本市水産業の発展を図ってまいります。

次に、水産資源や漁場環境の適切な保全・管理についてであります。

本市の漁業は、少量多品種の漁獲が特徴であり、主要魚種であるアワビやガザミな

どの重要魚介類の漁獲量を維持・増大させながら、資源の適正な管理と合理的利用を

図る「つくり育てる漁業」の推進が必要と考えております。

市では、漁業への就業を促すためには、資源の回復、増大が不可欠であることか

ら、秋田県漁業協同組合や秋田県水産振興センターと連携し、ヒラメなどの中・高級

魚のほか、アワビやガザミなどの種苗放流やハタハタのふ化放流に助成しておりま

す。

秋田県漁業協同組合では、アワビの種苗放流箇所を漁獲できる大きさになるまで禁

漁区域に設定するなど、地先資源を地域の漁業者がみずから管理し、効率よく漁獲で
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きる生産性の高い漁場づくりに取り組んでいるところであります。

県では、ハタハタの産卵場やアワビ等の漁場として、秋田県漁業の振興に極めて重

要な役割を果たしている藻場については、海藻有害生物の現状や藻場再生に関する研

究を進めるとともに、海藻が着生するブロック等を設置して藻場造成の促進に努めて

おり、アワビ等の成長が確認されていると伺っております。

今後も、つくり育てる漁業による継続的な種苗放流と資源管理型漁業を推進し、資

源管理に努めてまいります。

次に、国及び県等との連携についてでありますが、現在建設中の秋田県水産振興

センターのリニューアル工事は、最新システムの導入による低コストで良質な種苗の

生産のための整備と伺っております。

市が実施する栽培漁業定着強化事業の種苗放流は、センターで生産される種苗を活

用していることから、引き続き県と連携して良質な種苗の放流に取り組んでまいりま

す。

また、新しい施設となる機会に加工技術の研修や、魚介類のふれあい体験などの新

たな取り組みについて、県と連携を図りながら検討し、本市の水産業の魅力を広く発

信していきたいと考えております。

平成３１年度には「第３９回全国豊かな海づくり大会」が本県で開催されることか

ら、大会を契機に、本市の特徴ある水産物や地魚加工品等のＰＲに努めてまいりま

す。

ご質問の第２点は、地域医療連携についてであります。

まず、本市の医療・看護・介護など、さまざまな社会資源の把握についてでありま

す。

本市では、平成２９年８月に市内の医療機関の診療時間や介護保険サービス事業所

における医療処置が必要な方の受け入れ状況等を取りまとめる一覧を作成し、関係機

関に配布するとともに、市ホームページに掲載し、周知に努めております。

次に、在宅医療・看護・介護連携需要の課題抽出及び対策の検討についてでありま

す。

本市では、男鹿市地域包括ケアシステム推進会議を開催し、在宅医療・看護・介護

の連携を推進するための多職種連携研修会の開催や医療・介護の提供体制の構築につ
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いての協議を行っております。

次に、各種サービス提供者や従事者間の情報共有及び意識醸成についてでありま

す。

地域ケア会議や、さきに述べました多職種連携研修会は、職種間の顔の見える関係

をつくることや専門的見地からの支援、連携のあり方を学ぶことを目的として開催い

たしております。

また、情報共有ツールといたしまして、受診や入院時に必要な情報の整理と、医療

機関と介護支援専門員と情報共有の支援を目的とした「医療・介護連携シート」を今

年度中に作成する予定であります。

次に、国、県、医師会、看護協会などとの広域的な連携のあり方についてでありま

す。

本市におきましては、県や他市町村、医師会、看護協会との情報共有を密にしなが

ら、国や県内の施策の動向を把握しながら、広域連携の推進に努めております。

今後も地域包括ケアシステム構築におきましては、医療・介護、関係機関の皆様か

らご協力いただき、連携して、その推進に努めてまいります。

次に、地域共生社会への対応についてであります。

まず、行政による地域住民との協働による包括支援体制構築への対応についてであ

りますが、福祉のニーズは、高齢化、人口減少、家族形態の変容などにより多様化

し、複合的で複雑なものとなりつつあります。

市では、必要に応じて各課や相談機関で連携しながら複合的な課題に対応しており

ますが、地域住民との協働による包括支援体制を構築するためには、市民が地域福祉

活動に参加する土壌をつくっていくことが大切であります。そのため、男鹿市地域福

祉計画を中心として各福祉計画を連動させ、総合的相談体制及び市民の地域福祉活動

への参加を促進する環境整備について定め、計画的に実行してまいります。

次に、地域包括支援センターの機能強化及び認知症施策推進への対応についてであ

ります。

まず、地域包括支援センターの機能強化についてでありますが、現在、地域包括支

援センターには保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員、介護支援専門員を配置

し、介護予防事業や介護予防ケアマネジメント、総合相談、権利擁護業務など高齢者
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の生活全般における支援を行っております。

また、高齢者やその家族が地域の身近な窓口で相談できるよう、市内３カ所の在宅

介護支援センターにおいて総合相談の対応ができるよう体制を整えております。

地域包括支援センターにつきましては、さきに述べました高齢者の生活支援に加

え、在宅医療・介護の連携強化、認知症施策の推進における中核的な役割を担ってお

り、地域への訪問や実態把握等の活動を十分に行えるよう、今後も適切な人員体制を

確保するよう努めてまいります。

次に、認知症施策推進についてであります。

本市においては、認知症施策といたしまして、認知症初期集中支援チームの設置や

早期発見ネットワーク事業、認知症カフェの運営支援、認知症ケアパスの配布、認知

症サポーター養成講座等を実施しております。

また、来年度は、新たに認知症サポーターステップアップ講座の開催を予定してお

り、認知症サポーター養成講座を受講した方々のさらなる知識習得の機会をつくると

ともに、地域での自主的な活動が、より一層、活発に展開されるよう支援してまいり

たいと考えております。

今後も、認知症の方とそのご家族が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けること

ができるよう、認知症施策の推進に努めてまいります。

次に、介護保険並びに社会福祉法改正等による社会保障制度の変化についてであり

ます。

「他人事」を「我が事」として住民一人ひとりが主体的に取り組む地域づくりや、

地域住民が抱える多様な問題を「丸ごと」受けとめる総合相談体制の構築といった

「我が事・丸ごと」の地域福祉推進のためには、市が包括的な支援体制づぐりに努め

る必要があります。

この包括的な支援体制の整備については、地域包括ケアシステムの「必要な支援を

包括的に提供する」という考え方や、高齢者のみならず、地域の障がい者や子ども等

への支援にも広げたものであるため、市では、現在構築を進めている地域包括ケアシ

ステムのさらなる深化・推進を図っていく必要があると認識しております。

国の法改正により、高齢者と障がい児者が同一の事業所でサービスを受けやすくす

るため、介護保険と障害福祉両方の制度に新たに共生型サービスが位置づけされてお
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り、今後、包括的な支援体制の構築に当たっては、このような新たなサービス基盤に

ついても検討していく必要があると考えております。

ご質問の第３点は、スポーツ合宿等誘致促進事業についてであります。

まず、近年の事業実績と今後の見通しについてであります。

当事業は、平成２３年度より実施しており、初年度の平成２３年度では１６団体、

延べ人数１千６６８人の利用でありましたが、平成２８年度では７９団体、延べ人数

４千４２９人の利用となるなど、年々利用団体数が増加してきております。

今月には「第７回なまはげカップ中学生バスケットボール大会」、来年１月には

「第２回男鹿なまはげカップ男鹿市長杯争奪柔道錬成大会」、３月には「流通経済大

学剣道部合宿」などが予定されており、昨年度と同程度の利用を見込んでいるところ

であります。

次に、事業の充実や促進を含めた要綱改正についてであります。

本事業の目的は、さまざまな団体が実施するスポーツ、または文化活動に伴う合宿

を市内で行っていただき、最終的には補助がなくともリピーターとして男鹿に来ても

らい、交流人口の増加を図ることを目的としております。より多くの団体に男鹿で合

宿をしていただけるよう、利用者のニーズを反映させ、本年度からは１泊から補助対

象とするなどの要綱改正を行ったところであります。

議員からご提案のありましたアスリート向けなどコースの新設につきましては、県

によるスポーツ合宿等誘致に係る事業において、全日本強化指定選手や各国代表が所

属する団体など、トップスポーツ団体を対象とした補助制度が設けられております。

市といたしましては、県の制度を活用しながら、相乗効果が得られるよう合宿誘致

を行ってまいりたいと考えております。

また、「食」の提供については、これまでも各宿泊施設が利用団体の種目や年齢構

成にあわせたメニューでの食事提供を行っているところであり、今後も関係者間で情

報共有を図りながら、きめ細かい対応を行うことで、より利用者の満足度を高められ

るよう働きかけてまいります。

今後とも、限られた財源の中で創意工夫と研究を重ねるとともに、より利用者の

ニーズを反映できるよう、制度の改善を図ってまいります。

ご質問の第４点は、ネーミングライツの活用の可能性についてであります。
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県内では、秋田市や大館市の施設でネーミングライツを導入しております。

ネーミングライツの導入については、市の自主財源を確保できることから、引き続

き男鹿市の施設に対する企業の意向を調査し、検討してまいります。

ご質問の第５点は、公衆無線ＬＡＮ環境の活用展開の可能性についてであります。

まず、不特定多数の方が利用できる公衆無線ＬＡＮ、いわゆるフリーＷｉ－Ｆｉの

現状につきましては、宿泊施設や観光施設が集まる男鹿温泉郷周辺のほか、商業施設

が集まる船川、船越地域に比較的多く設置されており、事業者への聞き取りやイン

ターネットの公開情報によれば、現時点で市内９７カ所への設置を確認しているとこ

ろであります。

次に、公衆無線ＬＡＮの活用展開の可能性については、議員ご指摘のとおり、主に

防災、観光、教育の各分野への活用が想定されるところであります。

まず、防災の観点からは、災害発生時における避難所での情報提供や被災者支援

等、災害対応業務への活用が考えられます。

市では、通信事業者と災害協定を締結しており、大規模災害時には、通信事業者が

通信設備を復旧確保できる体制を構築していることから、災害時の公衆無線ＬＡＮの

アクセススポットの臨時設置等、地域防災力の強化に向けた活用を研究してまいりま

す。

観光の観点からは、スマートフォン等の通信機器を利用した観光情報の検索、ソー

シャル・ネットワーキング・サービスによる情報発信等への活用や、外国人観光客へ

の利用環境の提供を通じたインバウンド対策等、観光客の利便性向上への活躍が考え

られます。

教育の観点からは、小・中学校におけるＩＣＴ教育への活用が考えられます。

いずれにいたしましても公衆無線ＬＡＮは、各種施策への活用の可能性が考えられ

ますが、導入には初期費用に加え、設置後の維持管理費用を必要とすることから、必

要性、費用対効果、民間における導入状況を見きわめながら、活用に向けて研究して

まいります。

以上です。

○議長（三浦利通君） 再質問保留のまま、午後１時まで休憩いたします。

午前１１時５５分 休 憩
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午後 １時０１分 再 開

○議長（三浦利通君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

再質問ございませんか。古仲議員

○６番（古仲清尚君） 再質問に当たりまして、議長にお伺いいたします。事前には一

括方式で通告をさせていただいておりましたけれども、これより一問一答方式への切

り替えを希望いたします。

○議長（三浦利通君） ただいま古仲清尚君から、一問一答方式によりたいとの申し出

がありましたので、これを許可します。

○６番（古仲清尚君） ありがとうございます。

それでは、再質問に入らせていただきたいと思います。

まず、水産業の振興・活性に向けて、漁村の維持形成等、持続可能な地域水産業に

向けてについてであります。

先ほど市長からご答弁をいただきました。その内容を伺いますと、例えば県の取り

組んでいる担い手育成事業、あるいは栽培漁業計画等に基づいた資源管理型の漁業、

そういったものを推進をされていくというご答弁の内容であったかと思います。

私の質問の主意としましては、漁村の維持形成を、今後どういったふうに持続可能

な漁業・水産業として、市としてどのように取り組んでいかれるのかというビジョン

をお伺いしたつもりでありました。

今季、北浦におきましては、ハタハタの取り扱いに関しまして、まずその秋田県漁

協北浦総括支所におきまして、あるいは県漁協におきまして、１０日間という期限を

設けた形で、いわゆるその資源管理型の季節ハタハタ漁ということに取り組みをされ

ていることが新聞報道等でも示されております。本当に地域の漁業者の皆さんの、や

はりハタハタ漁に対する思いですとか、さまざまな中でのご英断だったと私も認識を

しておりますが、再質問に当たりまして、いわゆる男鹿市の考えるこれからの漁村形

成、持続可能な水産業、地域水産業というもののビジョンがおありなのか、それとも

今検討中なのか、その部分について市のご見解をお伺いするものであります。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】
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○市長（菅原広二君） 古仲議員の質問にお答えします。

水産振興ビジョン、そういう男鹿のそういうのを、はっきり言うと私もよくわかっ

てないです。だけども、私は漁業に対する思いは非常にありまして、例えば、ハタハ

タの時期のね北浦地域の人たちのそのにぎわいというのは、漁師以外の人も、そのま

ちなかを挙げてというか、地域を挙げて取り組む冬の風物詩です。だから、その漁村

のそういう風景というのが残っているんですよね。だから私は、その漁業振興も大事

です。先ほど申し上げたような「つくり育てる漁業」、それから「人を育んでいく漁

業」、そういうことも大事ですけれども、みんなでその地域の人たちがこの漁村をど

ういうふうにして守っていくかと、そういうビジョンづくりが地域の人たちがやって

いくということが大事だと思っています。例えば北浦の相川でも、まとまりやすいと

ころの集落の人がみんなで集まって、この地域をどういうふうにやっていきたいんだ

と、そういうビジョンづくり、それを県と市と、そしてまたコンサルを入れてね、き

ちんと文章と絵に描いていくと、そういうのが私は大事だと思っています。

それで、漁業のただ獲るだけじゃなくて、これからは体験型観光という言葉もあり

ますから、いかにもっと大きな観点から見ていくか、北浦では雲昌寺とか、そしてま

た「ににぎ」とか、そういういろいろな観光資源もありますから、そういうのを取り

入れてやっていくと。それから、北浦の坂道というのは、石垣があって、漁村や漁港

を眺めるすばらしい景観もありますから、そういうふうな周遊というか散歩させて

ね、まちの中を巡らせていくとか、そういうまた体験型の漁業、そういうこととかい

ろんな切り口があると思っています。

例えばこの前、連携協定した株式会社ドリームリンクは、自分の店にそういう漁業

のね、漁港のそういう写真を貼ったり、そういう魚の獲り方とか、そういうことを説

明したり、何とか漁師になる人を募集したいとか、そういうことも考えたりしますか

ら、いろんな切り口があるんじゃないかと思っています。

要は私の答えは、そういう地域の人たちが、何とか思い上がるようなそういう仕組

みづくりをやれればなということを申し上げます。

以上です。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲議員。

○６番（古仲清尚君） 市長のおっしゃるとおり、漁村を取り巻くその地域が一体と
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なって、地域資源ですとか地域の魅力を最大限発揮をしていくような、その社会形成

が必要だと、その市長の答弁、ごもっともだと思います。

そうした中で、その地域水産業の、いわゆる担い手の育成という観点におきまして

は、先ほども申し上げましたとおり、自治体において漁業学校、漁業アカデミーとい

うものが、何と言いますか行政の施策として出てきているところでありますけれど

も、例えば徳島県などは、その地域の漁協ですとか振興会等と協力をしながら漁業ア

カデミーを昨年から開校したはずなんですけれども、秋田県におきましても、これま

で本市を拠点としたトライアルステイ、いわゆる漁業者、短期滞在型として漁業体験

をしながら担い手、いわゆるその漁業への関心を深めてもらうという意味で男鹿市も

タッグを組みながら県と一緒になって取り組んできたところがあろうかと思いますけ

れども、さらに一歩踏み込んで、そういった漁業アカデミー等に対して本市が例えば

県に働きをかけるですとか、国に働きをかけるですとか、そういったお考えはあるも

のかどうか、ご見解をお伺いいたします。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

議員の考えている発想はね、私も非常に共感を得るところがありますので、何とか

そういうことも取り組んでいきたいと思います。

男鹿は、そういう意味では非常に恵まれているんです。海洋高校もありますし、そ

してまた、今、複合観光施設ができれば、新たな漁業の６次産業化、そういうチャ

レンジしながら、そしてまた、特に漁業の人方の所得向上につながっていきますか

ら、やっぱり何としても収益が上がらないところには担い手も来てくれないわけです

から、そのことからも考えていきたいと思っています。

議員がおっしゃるようにそういうテクニックですかな、そういうことを育成する前

の、やっぱり下地と言いますか、漁師を好きになってもらうと、関心を持ってもらう

と、そういうことも大事だと思っています。

以上です。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲議員。

○６番（古仲清尚君） 次に移ります。
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２項目の水産資源や漁場環境の適切な保全管理についてでございます。

水産庁が示しております水産基本計画を見ますと、資源管理の基本的な方向性とし

ましては、例えば漁獲量や漁獲金額等が多い主要資源、あるいは広域資源に対しまし

て、資源状況が悪化していると思われる資源については、国が積極的に資源管理の方

向性を示し、関係する自治体と協議をしながらその取り扱いを図っていくということ

が示されております。

本市におきましては、秋田県の県魚でありますハタハタがまずあります。そのほか

にも本市で漁獲される水産物に関しましては、全国、あるいは国内外に発信できるよ

うな魅力の大きいものばかりであろうかと認識をしておるところであります。

そうした中で、この本市といたしましては、この県の水産振興センターも所在して

いるということで、国に対してもこういった水産計画の中で取り扱われている項目に

対して、積極的に国に対しての要望活動ですとか要請が必要ではなかろうかと思いま

すが、この点についてご見解をお伺いをするものであります。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

いろいろ難しい問題はあろうかと思います。ハタハタのことに絞って話をすると、

今いろいろと分析していますよね。議員が一番詳しいように、地球の温暖化だとか、

藻場が消滅してきているとか、いろんなその要素はあろうかと思います。

その中で、どうすればハタハタの資源を確保していけるのかということです。その

北浦の漁期が１０日間でしたか、そのことを決めたのは、やっぱりすばらしいことだ

と思っています。

まず、県と連携して、何とかその資源確保、そしてまた、漁協も隣県との協議を県

とともにやっているはずですから、そこあたりのことを市でも強く要望してまいりた

いと思います。

以上です。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲君。

○６番（古仲清尚君） ３項目の国及び県等との連携について再質問させていただきま

す。
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これまで国、あるいは県の補助事業等々で本市の漁業・水産業におきましては、さ

まざまな施策事業が展開をされてきたことと思います。

そうした中で本市の漁業者、あるいは水産業の方々が望んでいる、いわばニーズに

対して、そういった補助事業などが、どの程度マッチングをされているかどうか、そ

ういったものというのは、本市においては精査、研究をされておられるものなので

しょうか。

例えば、比較的本市で展開をされております国・県関係の補助事業、それらに比較

をした場合、水産業に関しては、項目数がかなり比較対照した場合、少ない感じが見

受けられるんですが、そういった中で国の事業、あるいは県の事業に対して、本市の

中の漁業者、あるいは水産業の方々が、どの程度認識をして、その補助事業を活用さ

れているのか、あるいはまた、どの程度その需要と供給がマッチしているのか、その

部分について市はどういったところで精査、研究をされているのかお伺いをいたしま

す。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

精査、マッチングしているかどうか、そのことについては、私はそういう資料は

持っていませんけれども、はっきり言うと、農業よりはずっとそういうのが見えな

いんですよね。漁業者と行政とのかかわり合いとか、そういうのやっぱりちょっと私

は見えない、私の個人的な考えかもしれないですけども、だからもっとその取り組み

をきちっとやっていくと。あきらめないで、漁業でも生計を立てていけるんだと、そ

の具体的なやり方を示していけるというか、お互いにねやっていけると、そういうこ

とが大事かと思います。そういう意味では、水産振興センターもあるわけですから、

男鹿の漁業者というのは非常に、いい情報を持って取り組んでいきやすい状況にあり

ます。そして、先ほども申し上げたように、今、複合観光施設ができて、急速冷凍の

設備ができれば、もうかる漁業、今、やっていない６次産業化が始まりますから、そ

れに対してやっぱり一番元となる魚が獲れないとうまくないわけですから、魚を獲る

人、どういうのがもうかっていけるか、そういうことの分析とか、そういうこともま

た一気に広めていけるんじゃないかなと、そのことを私は期待しています。
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いずれ議員がおっしゃるような、もっと漁師と漁業関係者とひざ詰めのね話し合い

とかっていうのが、そういうのがやっぱり必要だと思っています。今もやっているん

ですけど、もっと必要だと思っています。

以上です。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲君。

○６番（古仲清尚君） 次に、大要２点目の地域医療連携についてお伺いいたします。

いわゆる国の政策でもあります病院完結型医療から地域完結型の医療への転換を図

る中で、いわゆる男鹿版地域包括ケアシステムの構築が必要ということで、当局にお

きましてもさまざまな法律、条例の中で、この構築に向けてさまざまな部分で推進を

されていることと認識をしておりますが、そうした場合、地域完結型の医療に転換を

図る際に、地域としての受け皿というものがどうしても必要になってこようかと思い

ます。さまざまな医療資源、介護資源、福祉資源、そうしたその社会資源の本市の中

での把握、そういったものは本市としてどういうふうに分析をされているのかについ

て、そこの部分をちょっとお伺いするものでありますが、本年の４月に大手の新聞に

掲載をされていたものでありますけれども、秋田県の医療構想が全国的の新聞に掲載

をされておりました。いわゆる地方在宅充実に苦慮をしていると、秋田県においては

そういった在宅医療等に対しての受け皿の整備に対して、ものすごく課題が大きいん

だということが報じられました。それは地方においては、一軒一軒が離れているため

に、要するに密度が低いために、都市部のような形で、同じような形で、いわゆるそ

の在宅医療というものを国からの展開として示されたときに、地方、地域にとって

は、かなりそのハードルが高いというものがうたわれているところであります。

そうした部分もかんがみたときに、それらをカバーするためには、もちろんさまざ

まなその従事者、専門職の確保というものが、都市部以上に難しい状況になってき

て、あるいはそれらを取り巻く社会資源の確保も同様に難しく、ハードルが高くなる

ものだと考えますが、そうした地域完結型のこういった体制に資するための受け皿

は、どのようにとらえておられるのか、この部分についてお伺いをいたします。

○議長（三浦利通君） 柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） お答えいたします。
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確かにいわゆる国が進める在宅看護、在宅医療に関しては非常に、男鹿市として地

域性を考えますと非常に難しい面がございます。在宅医療、在宅介護に関しまして

は、例えば１人を支えるためには元気な２人が必要と。ただ、このいわゆる核家族と

言われる現代ですね、特に男鹿市においては高齢者世帯も多くありますし、非常にこ

の支える力が弱いという弱点を持っております。これは、男鹿市版の地域包括ケアシ

ステムの構築を目指して会議を進めております中で、各医師、それから介護施設の皆

さんからの意見も聞いておりますけれども、同じように非常にこの地域の介護、支え

る在宅医療の介護力は弱い、さらに在宅、いわゆる往診に関しても、現在、市内の医

師はほとんどしていないという状況であります。こうした状況の中で男鹿市のいわゆ

る在宅の受け皿としましては、やはりこの施設の充実が必要なのかなと思っておりま

す。ただ、最近の状況を見ますと、この施設の充実に関しましては、市内各施設の量

的なものはですね、かなりそろってきているかと思っております。この先につきまし

ては、医療、介護のお互いの連携によって、この受け皿をつくり上げていくというよ

うな形になろうかと考えております。

以上であります。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲君。

○６番（古仲清尚君） 地域包括ケアシステムの構築に当たりましては、社会保障・税

一体改革の中において、社会保障制度改革推進法に基づいた措置として、地域におけ

る医療及び介護の総合的確保を推進するための関係法律、医療・介護総合確保推進法

が成立をしました。

この法律の中で地域包括ケアシステムの構築に向けて主要３点があります。一つは

地域医療構想、そして二つ目としては在宅医療と介護連携事業の充実、そしてもう一

つは地域医療・介護総合確保基金、この３点が主要の政策として盛り込まれていま

す。

県内におきましては、由利本荘市におきまして医療・介護総合確保基金として、由

利本荘医師会が独自に地域の在宅医療と介護連携推進事業として、県のＩＣＴ活用在

宅医療・介護連携推進事業の採択を受けて由利本荘市の中で、フェイスブック、いわ

ゆるＳＮＳです。ＳＮＳのフェイスブックを活用した「ナラティブ・ブック」という

ものを活用して、その地域の中で地域包括ケアを推進するためのＩＣＴ連携を図って
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いるところであります。

こうしたＩＣＴの取り組み、いわゆる医療ＩＣＴの取り組みに関しましては、これ

までも本会議含めて質問させていただいておるところでありますけれども、本市の地

域包括ケアシステムの拠点となる男鹿みなと市民病院におきましては、電子カルテも

導入されていて秋田県医師会が提供する「あきたハートフルネットワーク」、いわゆ

る医療情報連携のネットワークであります。これらもやはり市の予算をかけて整備を

している以上、やはりこれらを発展的展開をさせることで地域、いわゆる本市を取り

巻くさまざまないわゆる医療圏をまたがって市内にお住まいの方の医療環境、いわゆ

る条件不利地域からの医療に対してのいわゆる下支えと言いますか、それらの環境を

整えることも行政としては大きな役割の一つだと考えますが、こうした国の中で備

わっている医療・介護総合確保基金ですとか、さまざまな国の事業を本市としてはど

ういうふうにとらえて、それらを活用していかれるのか、そういったお考え、ビ

ジョンがあればお伺いをさせていただきたいと思います。

○議長（三浦利通君） 柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

議員おっしゃいますその基金を活用したＩＣＴに関する連携システムでございます

けれども、これにつきましても先ほどのいわゆる包括ケアと多職種連携会議におい

て、電子的な情報共有ツール、この必要性については述べられております。ただし、

これら電子機器と言いますか電子的な連携におきましては、非常に初期費用、それか

ら経費もかかるということがわかっておりますので、この基金を活用する以前に、ま

ずはその紙ベースでも構わないので、この連携を進めようということで、今回、答弁

の中にもありました情報共有ツールということで組織を設定しまして、医療、介護、

双方で情報を共有しましょうというような今、動きになってございます。

また、医療連携につきましては、当然男鹿みなと市民病院では、ハートフルネット

に加入しておりまして、それとともに組合総合病院、厚生医療センター、それから秋

田大学との連携の中で地域医療連携を深めているという状況にございます。

基金についての具体的な活用の予定は、今のところございません。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲君。
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○６番（古仲清尚君） それでは、３項目の社会保障制度における今後の見通しについ

てお伺いいたします。

高齢化の進展によって保険料が今後上昇することが容易に見込まれている中であ

るんですけれども、市町村、自治体におきましては、この包括ケアシステムの構築を

図る一方で、介護保険制度の持続可能性の確保のために、やはり注力をしていかなけ

ればならないと考えておりますが、今後２０２５年問題も含めまして、どういった推

移のもとでさまざまなその、いわゆる市民が負担する介護保険料等々そういったもの

に対しての見通しですとか分析は、本市におきましてはどのようにとらえておられる

のか、その点についてお伺いをいたします。

○議長（三浦利通君） 柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

介護保険、保険料につきましては、いわば高齢者の増加、それから人口の総数の

減、さらに介護報酬にかかわる分の増大ということで、日増しにこれは厳しくなるだ

ろうという予測とともに、今、新たに第７次の計画を立てておりますけれども、やは

り保険料的には厳しい計算が成り立っているところでございます。

これに関しましては、基本的には介護予防に力を入れるということで、介護になら

ない、いわゆる健康寿命を延ばすという地道な活動こそが求められるのではないかと

いう考えから、介護予防に関します研修会、それから運動教室等を開きまして、少し

でも健康寿命を長くして介護にならない、そういうような方策、地道ですけれども、

これにかけていきたいと思っております。

以上であります。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲議員。

○６番（古仲清尚君） 今、部長から第７次計画の中で、そういったものも含めて盛り

込んでいかれるというご答弁ございました。そうした中で、現在、男鹿市におきまし

ては、社会保障、いわゆる住所地特例にのっとりまして、本市から年間約２億円もの

お金が他市に流れている状況であります。いわゆるこの支出先と言いますのは、近隣

の自治体であります。特に離れた秋田市ですとか、能代市、横手市ですとかそういっ

たところではございませんで、近隣の自治体であります。ですから、なぜこういった
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形になるのかというその分析ですとか対応というものも今後必要になってくるかと思

いますが、いわゆる年間２億円支出をしているということは、いわゆる施設利用者、

患者も含めてですけれども、その方を取り巻く支え手の皆さんの生活環境にも大きく

影響をしてくる問題だと思います。もちろん例えば、どういうご事情で、そういった

他自治体の中の管轄の施設をご利用されているのか、そういった部分の状況ですとか

を見据えながら、本市におきましてもそういった計画に盛り込んでいく必要があろう

かと思いますが、これらについて当局におきましては、どういったご見解をお持ちで

しょうか。

○議長（三浦利通君） 柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

議員おっしゃるとおり近隣の施設に移動される方というのは、やはりその支える

方、家族が近隣にお住まいというのが多いかと思います。先ほど申し上げましたよう

に、男鹿では非常に支える人の人口の移動が多いということでございます。これも含

めまして、今後十分考えていきたいと思います。

以上であります。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲議員。

○６番（古仲清尚君） 次に、大要３点目のスポーツ合宿等誘致促進事業についてお伺

いいたします。

ご答弁いただいたように近年の事業実績は、かなりの方にご利用されていることと

認識をしております。そうした中で、今後その事業の充実ですとか促進を含めた要綱

改正に向けて提案を差し上げたものでありますけれども、ご答弁の内容といたしまし

ては県の同じような事業とあわせながら市も歩調を合わせていくというような答弁内

容だったと思いますけれども、いわゆる今、窓口は、それぞれ県に対して申請、そし

て市に対しても申請ということになっていることだと思いますけれども、やはりその

利用者の方にもっと利用していただくためには、こういった窓口の一本化ですとかも

考えていく余地はあろうかと思いますが、これらについてはどういったご見解をお持

ちでしょうか。

○議長（三浦利通君） 藤原産業建設部長
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【産業建設部長 藤原誠君 登壇】

○産業建設部長（藤原誠君） お答えいたします。

スポーツ合宿の誘致促進事業の窓口の一本化についてでございますけれども、市の

方につきましては随時先着順という形で募集を受け付けております。県事業につきま

しては、４期に分けまして申請を受け付けしているという状況と伺っております。

窓口の一本化につきましては、活用される団体の方々の利便性を考慮いたしまし

て、市の方といたしましても県の方と協議させていただきたいと。ただ、申請状況が

ただいま申し上げた状況で受け付けしておりますので、そこら辺でそごが生じないよ

うな形で対応の方は考えていきたいというふうに考えております。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲議員。

○６番（古仲清尚君） 確認になりますけれども、本市の独自としての事業内容に関し

ては手をつけずに、県の事業とあわせながら進まれていくということの解釈だと思

うんですけれども、本市におきましては、やはり男鹿温泉郷もございますし、また、

さまざまなスポーツに対しての受け皿と言いますか、そういった総合運動場もありま

すし、さまざまそういった資源があることから、本当に広く大きな可能性があるもの

と考えておりますので、県の事業とあわせながらというご答弁でありましたけれど

も、今後のいわゆる要綱改正に向けて充実を図ることをご期待申し上げます。これら

について、もう一度当局のご見解をお伺いできればと思います。

○議長（三浦利通君） 藤原産業建設部長

【産業建設部長 藤原誠君 登壇】

○産業建設部長（藤原誠君） お答え申し上げます。

市長答弁の中でも申し上げておりますが、本事業の目的は、さまざまな団体が実施

するスポーツ、または文化活動に伴う合宿を市内で行っていただき、最終的には補助

がなくてもリピーターとして男鹿に来てもらいたいという目的を持って市の合宿補助

の方は要綱を設置しているものであります。

県の方につきましては、秋田の元気づくり、活力の創造につながるスポーツ合宿に

補助を行うということで、一般の補助のほかにトップスポーツ団体、これに向けた特

化したような要綱も設けておりますので、それぞれあわせて、抱き合わせの活用が可

能ですので、その辺を踏まえてこの後もスポーツ合宿の誘致に取り組んでまいりたい
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というふうに考えております。

○議長（三浦利通君） さらに、古仲議員。

○６番（古仲清尚君） 次に、大要４点目のネーミングライツについてお伺いいたしま

す。

これまで本市でもこのネーミングライツに関しましては取り組まれてきたことと認

識をしておりますが、これまでさまざまな社会資源に対してということでご提案をさ

せていただいておるところでありますけれども、今までの本市で例えば公募した実績

ですとか、そういった状況というものは私自身把握をしておらないところであります

けれども、そういった実績というものは過去１０年においてどういったものがあった

のかどうか、その辺をちょっとまず、現状認識としてお伺いをさせていただきたいと

思います。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えいたします。

ネーミングライツの件でございますが、本市では、これまでいわゆるネーミングラ

イツということで公募したことはないと記憶しております。

○議長（三浦利通君） 古仲議員

○６番（古仲清尚君） 承知しました。このネーミングライツに関しましては、全国的

にも、自治体も含めてさまざまな取り組みがされているものであります。秋田県内に

おきましては、秋田県の公立大学であります秋田国際教養大学が、いわゆるネーミン

グライツ教室として、施設そのものではなく、施設の中の教室にネーミングライツを

取り入れて、さまざまな企業から、多数の企業から支援をしていただいているという

ところがあって、全国的にもかなり有名なところであります。

ネーミングライツは施設命名権と解されるところが一般的ではあるんですけれど

も、これは何も施設に限ったことではなくて、例えば箱根ターンパイクですとかは、

これは道路、いわゆる大手タイヤ会社さんがこれを命名権を取ったりですとか、さま

ざまなその社会資源に対して命名権をもって相乗効果で活用されているということが

報道等でも示されております。ですので、本市におきましても、公共的な施設に限ら

ずに、さまざまな社会資源に対してのネーミングライツというものが対応できる環境
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であると思いますので、これらに対して市としてはどういうふうに対応していかれる

のか、この部分について市のご見解をお伺いいたします。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

議員の提案のあったネーミングライツ、その認識も私ははっきり言うとなかったの

で、今度からいろんな面で考えていきたいと思います。

それで、協議したところ、やっぱり可能性があるだろうと。例えば男鹿市の福祉バ

スとかね、そしてまた男鹿陸上競技場とか、非常に景観のいいところですから、マ

リンパークでも。だから、そういう道路とかそういうのも可能性あるかどうか、い

ろんなことを考えていきます。ただ、最初からやっぱり大きな企業はないから、おそ

らくやってくれないだろうと、そういう先入観があったんです。今、機構改革になれ

ば、そこあたりをもっと前向きにね、施設の利用を何とかしてもらいたいと、積極的

なその誘致もやれるような状況になっていくと思いますから、こういう取り組みもお

のずからやらないとうまくないと思いますから、議員の提案を受けて前向きに取り

組んでいきます。

○議長（三浦利通君） 古仲議員

○６番（古仲清尚君） 次に、大要５点目の公衆無線ＬＡＮ環境の活用展開の可能性に

ついてお伺いいたします。

先ほどご答弁いただいたように、やはりこの男鹿市内全域に対しましてそういった

いわゆる無線ＬＡＮ、例えばその規格の一つでありますＷｉ－Ｆｉ環境を展開するこ

とは、イニシャル的にもランニング的にもかなりの費用を要するということは承知を

しているところであります。

そういった中で総務省におきましては、条件不利地域等におきまして、この防災に

資するＷｉ－Ｆｉ整備計画のほかには、地域の通信事業者等々と自治体が連携をしな

がら展開をしている地域ＢＷＡシステムというものが存在をしています。これは何か

と言いますと、例えば秋田市におきましては、東北管内では初の総務省の事業採択に

なった地元のテレビ局と連携をしながらの地域ＢＷＡシステム、いわゆるブロード

バンドの回線を活用した無線ＬＡＮ環境の整備、これは具体的に何かと言いますと、
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これはその自治体と通信事業者さん等々が協定を結んだ中身の内容にも左右されます

ので一概には申し上げられませんが、条件不利地域等において、いわゆる無線の基地

局、携帯電話等が活用している基地局を活用して、例えば防災行政無線の条件不利地

域に対する対応ですとか、例えば有事の際の災害の情報を告知する等々のさまざまな

利活用の可能性があるわけでありますけども、本市におきましてこの地域ＢＷＡシス

テム、いわゆる総務省もこれらも先ほど申し上げました防災に資する防災の整備計画

とあわせて、その地域ＢＷＡシステムも展開をしているものでありますので、これら

に関しましては本市においてはどういったご見解をお持ちでしょうか。その部分につ

いてお伺いいたします。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えいたします。

市長も答弁してございますけれども、まず、この公衆無線ＬＡＮにつきましては、

古仲議員もおっしゃいますように、さまざまな活用の可能性が考えられていると。た

だ、どうしても初期費用、これは総務省の補助、あるいは起債の活用等も考えられま

すけれども、どうしても設置後にやはり維持管理費用を要するというようなことか

ら、その費用対効果等を見きわめながら活用に向けて研究していきたいということで

ご答弁を差し上げておりますが、今の古仲議員のご提言につきましても、この後これ

らと含めて研究してまいりたいというふうに考えております。

○議長（三浦利通君） ６番古仲清尚君の質問を終結いたします。

○６番（古仲清尚君） 終わります。ありがとうございました。

○議長（三浦利通君） 次に、１番佐藤巳次郎君の発言を許します。

なお、佐藤巳次郎君からは、一問一答方式によりたいとの通告がありますので、こ

れを認めます。１番佐藤巳次郎君

【１番 佐藤巳次郎君 登壇】

○１番（佐藤巳次郎君） 傍聴者の皆さん、御苦労さまでございます。

私からは、市民の立場から質問させていただきますので、市長からは誠意あるご答

弁を期待するものであります。

第１点として、男鹿駅舎の移転とＪＲ用地の取得の是非についてお伺いいたしま
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す。

ＪＲ秋田支社は、現在の男鹿駅舎を南へ約１００メートルほどに新駅舎を移転し、

市で計画している複合観光施設の建設完成の来年７月にあわせて新築移転するとして

おります。

また、ＪＲ側では、それらに伴ってＪＲ用地の買い取りを市に求めているとしてお

ります。

市では、駅舎と施設の間のＪＲ所有地については、駅前広場の整備などを含め、市

とＪＲ支社で具体的な活用方法を検討するとしています。

市長は、若者が商売に挑戦できるような広場にしたい、駅周辺全体のまちづくり計

画を早急に進め、地域ににぎわいを広げたいとしております。

私は９月議会でも質問しておりますが、ＪＲ男鹿駅の移転について正式に議会に諮

り、地域に説明すべきだと質問をしております。

市長は、ＪＲ用地を買い取ることを前提に、駅前広場の活用方法に踏み込んで、さ

らに、駅周辺全体のまちづくり計画を早急に進めたいとコメントしております。この

ことは、議会や地域に諮らず進めてきていることであり、議会、市民への軽視も甚だ

しいと考えますが、市長からの所見を伺いたいと存じます。

ＪＲ側から正式に用地の売り払いをしたいと申し入れがあるのか、その土地等の地

番や面積、売却価格についても示していただきたい途じます。

また、駅前広場とは、どこのことなのか、駅周辺全体のまちづくり計画を早急に進

めるとしているが、市ではその計画づくりに着手して作業を進めているのではない

か。どこまで進んでいるのか、お伺いいたします。

私は、以前から船川のまちづくりをどうするのか、関係住民は図書館の設置や交流

施設、温浴施設等の整備を早急に計画するよう求めておりますが、この課題をどう取

り組んでいくのか、しっかり説明してほしいと考えますが、市長の明解な答弁を求め

るものであります。

２点目として、市長の政治倫理について伺います。

市長や我々議員は、市民から負託を受け、市政に関する権能と責務を自覚し、地方

自治の本旨に基づき、その使命の達成に努める重大な責務があります。とりわけ政治

倫理については、法に基づき遵守することが求められております。
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地方自治法において、市長や議員の倫理基準が示されております。

大館市では、政治倫理に関する条例がつくられ、施行されております。その条文の

中に、市との請負契約等に対する遵守事項として、市長、議員または市長もしくは議

員の配偶者、もしくは親族（父母、祖父母、子、孫及び兄弟、姉妹を云う）が実質的

に経営に携わっている企業は、地方自治法第９２条の２及び第１４２条の規定の趣旨

を尊重し、市との請負契約等の締結を辞退するようにしなければならないと規定して

おります。

男鹿市には、議員の政治倫理条例はありますが、いずれも市長は地方自治法によっ

て拘束されるものと理解しております。市長は、この条項にかかわって、市長の親族

が実質的に経営に携わっている企業、つまり建設業を営んでおり、市の事業の指名業

者として入札に参加して市の事業を請け負っております。このことは、法に抵触する

と考えますが、倫理を非常に大事にされている市長の見解を伺うものであります。

また、市長就任以来、市長がかかわる事業者は、市の事業を何件やられ、請負金額

は幾らになっているのかについてもお伺いするものであります。

第３点として、男鹿保育会の保育士の給与改善について伺います。

私は、９月議会で保育園における市職員保育士と男鹿保育会保育士の給与格差につ

いて伺っております。市長の答弁は、男鹿保育会保育士等については、あくまでも男

鹿保育会での雇用状況に応じたものと認識している。また、市の保育士は、男鹿保育

会の要請に応じ、市職員としての身分を保証した上で派遣し、給与は市が支給してい

るとして同一労働同一賃金の賃金体系となっていないものであるとしております。

市と男鹿保育会は別法人で、市とは直接かかわりがないかのような答弁でありま

す。

男鹿市では、平成２４年度まで市の保育士と臨時の保育士等で運営していたもの

を、臨時保育士が多くなり、保育園の運営に支障が出るとして、平成２５年度から指

定管理者制度を導入し、公設民営方式への移行を図りました。

保育業務の運営を図るため、市が全面的に関与する保育専門の社会福祉法人男鹿保

育会を基本財産、運用財産、合わせて５千万円を市で出資し、法人を設立しておりま

す。運営経費は、５年間ごとの債務負担行為を設定し、年度ごとに予算案を提案し議

決されております。公設民営とは名ばかりで、私から言わせれば、全面的に市が関与
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する公設公営の施設と言っても過言ではありません。人件費削減のための法人化と考

えますが、市長の見解を伺いするものであります。

今議会に来年度から５年間の指定管理者に男鹿保育会を指定し、平成３４年度まで

の債務負担行為限度額を設定し、予算が提案されております。このことが人件費に市

が全面的に関与していることの証でもあります。それにかかわって保育士の給与の引

き上げに関連し、質問させていただきます。

第１点は、平成２５年度から平成２９年度までの債務負担行為限度額の合計額は２

０億５千５２６万７千円で、平成３０年度から平成３４年度までの債務負担限度額

は、総額２５億７７４万５千円となっており、約４億５千万円多くなっております

が、債務負担額の内訳と増加の要因についてお伺いいたします。

第２点は、保育士等の処遇改善案として平成３０年の保育士の給与の平均単価が１

７万１千８５円となっておりますが、平均単価とは何か、また、平成３０年度以降は

どうなるのか、保育士等の給与の引き上げ額は幾らになるのか、お伺いいたします。

第３点は、男鹿保育会がつくられる平成２５年以前までは、臨時保育士として雇用

され、時間給計算であり、手当なく低賃金に抑えられておりました。これが男鹿保育

会給与規定により、臨時職員として長く働いてきた方、短い方もおられますが、男鹿

保育会ができた平成２５年度まで男鹿市立保育園・幼稚園に勤務した期間の２分の１

を勤続年数にすると決められております。なぜ勤務期間を２分の１にしなければいけ

ないのか、臨時職員は市職員の２分の１より仕事ができなかったのか、平成２５年の

新規採用扱いということでは、余りな手法であり、実勤続年数として給与の引き上げ

を図るべきと考えますが、市長の所見を伺います。

第４点目は、初任給は市職員の保育士が初任給１６万８６円に対し、保育会保育士

は１４万２千円です。約１万８千円低くなっております。なぜ格差をつけるのか、な

ぜ同額にできないのか伺います。同一の初任給にするのが当然であります。

また、毎年の定期昇級の引き上げについても市職員並みに引き上げることを検討す

べきと考えるがどうか、お伺いいたします。

第５点として、他自治体の保育士の給与実態は、男鹿市と比較してどうなっている

のかお伺いいたします。

第６点として、来年度以降の処遇改善策は考えていないのか。市職員の給与に近づ
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けるための施策が当然あってしかるべきであり、低賃金は保育の質を低下させる一因

にもなっており、保育士の人材確保のためにも市の保育施策の重要な課題として検討

すべきと考えますが、市長の見解を伺うものであります。

また、国の施策での保育士への支援策があれば、当然引き上げると理解している

が、その点の答弁も求めたいと思います。

第４点として、市民要望の実現についてお伺いいたします。

その一つとして、国民健康保険税と介護保険料の引き下げについて伺います。

男鹿市では、平成２７年に介護保険料が基準の第５段階で引上率２７．６パーセン

ト、６千６４５円の月当たりの引き上げであり、平成２８年には国民健康保険税も引

き上げられ、所得が２００万円の普通世帯で２７．１パーセントで、２人世帯では４

２万８千２０８円となり、いずれも県内一の大幅引き上げとなり、納税者の負担限度

を超え、生活を直撃しております。

来年度は、介護保険事業計画の見直しで、今後３年間の保険料が決定されます。そ

こで、介護保険会計と国民健康保険会計での黒字による保有している財政調整基金の

残高は幾らになっているのか。

また、今年度の両会計の決算見込みについて伺います。昨年と同様、大幅黒字が見

込まれると思われますが、答弁を求めたいと思います。

多額の財政調整基金を保有することとなり、引き下げに向けて取り組んで、市民の

負担軽減を図るべきと考えます。市長の見解を伺うものであります。

また、病気や収入減による介護保険料や国民健康保険税の軽減できる制度がありま

すが、市民に減免条例の内容の周知を、市報等を通じて知らせることが必要と考えま

すが、市長の考え方を求めるものであります。

その２点として、若者世帯への支援と来年度の予算についてお伺いいたします。

私は、隣の潟上市に負けない施策がなければ人口減少が続き、若い世帯が潟上市等

へ移住してしまうと質問してきました。財政上、できないとの答弁だけです。男鹿市

から潟上市へ転居した市民は、いくらか調査したことがあるでしょうか。なぜ潟上市

へ行くのか、秋田市に近いこともありますが、それだけではありません。子育て支援

が男鹿市よりずっと進んでおります。私は、ぜひ子育て支援策優先の市政をつくって

いただきたい。男鹿市の子どもの貧困の調査結果を見ても、深刻な実態と考えており
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ます。来年度予算編成の中心施策を子育て支援に力を入れることが、男鹿市にとって

も、菅原市政の予算編成第１年目でもあり、ぜひその意気込みを伺いたいと思います

が、市長の答弁を求めるものであります。

特に若者の人口増を図る施策としての高校生への通学費の支援、出産祝金、低所得

世帯の中学生への学習支援の実施、大学生への奨学資金貸し付けの枠拡大、学校給食

費への支援等、積極的に取り組んで市民の負担軽減に取り組んでほしいと考えます

が、市長の子育て支援の思いを伺いたいと存じます。

その３として、高齢者の交通手段の確保について伺います。

９月議会で公共交通料金のワンコイン化について伺いましたが、現状では困難との

答弁でしたが、引き続き地域の実情に合った公共交通の維持確保を図っていくとして

います。

少子高齢化は急速に進んでおり、高齢者の交通手段の確保は重要な政策課題であり

ます。現在、男鹿市内の福祉施設でのデイサービスの利用者や医療機関を利用する多

くは、その経営体で無料で送迎している現状です。しかし、買物や市立病院、公共施

設の利用者への交通手段がなくて困っている市民がたくさんおられます。公共交通機

関が不十分な地域で、自治体や交通関係者が合意すれば国土交通省に登録したＮＰＯ

法人等が移動サービスを提供できます。この道路運送法に基づく制度を使い、社会福

祉協議会やシルバー人材センター等で運営し、自治体で事業費を補助しているところ

も出てきております。

男鹿市では、中央交通等事業者へ平成２８年度で９千５５１万円の委託料を支払っ

ております。その運賃収入は８３１万円、利用者は５万７７６人で、１人当たり１千

８８０円が市の負担になっている現状であります。高齢者の方々が低料金で安心して

医療機関や買物支援の交通手段を行政が早急に交通弱者の現状を把握し、対策をつく

る責務が行政にはあると考えます。約１億円の委託料を支払っているなら、もっと有

効な高齢者に行き届く公共交通施策がつくれるはずであります。道路運送法による制

度利用を含め、検討すべきと考えますが、市長の答弁を求めるものであります。

最後に、その４として、インフルエンザの予防接種費用の助成について伺います。

予防接種は、インフルエンザの発病や症状の重症化を防ぐ有効な手段であります。

現在での予防接種の受診者はいくらになっているのか。小学生、中学生、それ以上に
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分けての数字はどうなっているのか、接種率はいくらになっているのかお伺いいたし

ます。

男鹿市では、平成２７年度までは生活保護世帯の方々、市民税非課税世帯の方は、

全額無料でしたが、平成２８年度から、市民税非課税世帯の方は有料となりました。

非課税世帯の方の接種者は、平成２７年・平成２８年度でどのようになっているのか

伺います。

市民税非課税世帯や準要保護世帯の市民の方々からは、ぜひ無料に戻してもらいた

いとの多くの声があり、ぜひ議会で取り上げてほしいと訴えられております。

また、接種費用はいくらになっているのか、医療機関によって費用の違いがあるの

かについて伺います。

市民税非課税世帯の準要保護世帯の例で、小学生２人、中学生１人の世帯では、平

成２７年度までは無料であったのが有料化によって１万３千５００円もかかった世帯

もあります。少なくとも市民税非課税世帯について、以前の無料化にすることが必要

と考えますが、今後の市の対応を伺うものであります。

次に、インフルエンザワクチンの不足で接種できない医療機関があると伺っていま

すが、どうなっているのか。市内の医療機関の現状はどうなっているのか伺います。

また、厚生労働省は１１月２７日、インフルエンザに罹患して自宅療養中の方が窓

から飛び降りるなどの異常行動が未成年者を中心に起こってきているとして、窓の施

錠といった具体的に注意喚起をするよう全国の自治体に通知しておりますが、男鹿市

ではどう対応されているのかお伺いいたします。

以上について、市長から誠意あるご答弁を期待するもので、第１回目といたしま

す。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 佐藤巳次郎議員のご質問にお答えします。

ご質問の第１点は、男鹿駅舎の移転とＪＲ用地の取得についてであります。

９月議会でもお答えしておりますが、駅舎につきましては、ＪＲ東日本が所管する

財産であり、その取り扱いについては、ＪＲ東日本が経営戦略に基づき行うものであ

ると認識しております。
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次に、ＪＲ用地についてでありますが、新駅舎と複合観光施設との間の土地、現駅

舎周辺の土地などについて購入を打診されておりますが、具体的な協議はまだ行って

いないことから、購入価格についてはお示しができないものであります。

次に、駅前広場についてでありますが、新駅舎と複合観光施設の間の部分を新駅前

広場と考えております。現在、ＪＲ秋田支社から購入を打診されている土地などの利

活用について、１１月１日に庁内検討会を立ち上げ、利活用について検討している段

階であります。検討した内容につきましては、議会等に示し、ご意見を伺っていくこ

ととしております。

ご質問の第２点は、私の政治倫理についてであります。

地方自治法第１４２号の規定において、普通地方公共団体の長は、当該普通地方公

共団体に対し請負をする者にはなることができないとされております。この趣旨とい

たしましては、長が当該普通地方公共団体等に対し請負をすると、客観的に見てその

職務の公正な執行を害することになる恐れがあるからとされております。

本条文は、あくまでも長本人に関する規定であり、長の親族がかかわる法人等の請

負を規制するものではないことから、本条の規定に抵触しないものであります。

なお、市長就任後の私の親族がかかわる業者と市との請負契約状況については、一

般会計で件数が２件、契約金額は８千４７９万４千４０円、企業会計では件数が２

件、契約金額は４千４２９万８千３６０円となっております。

ご質問の第３点は、男鹿保育会保育士の給与改善についてであります。

まず、男鹿保育会法人化についてでありますが、平成２５年度から男鹿市立保育園

の管理運営は、社会福祉法人男鹿保育会が指定管理しております。

平成２４年度に男鹿市の臨時職員として雇用されていた方の大部分は、社会福祉法

人男鹿保育会の正職員として雇用されたことにより、月額給料の支給、市職員に準じ

た基準の賞与、各種手当の支給、休暇制度により、法人正職員として身分の安定が図

られております。

人件費につきましては、市臨時職員賃金額に比較すると、男鹿保育会正職員人件費

は約１．８倍となっております。

次に、債務負担額の内訳と増加の要因についてでありますが、男鹿市立保育園７園

の管理運営に係る経費であり、増加の要因は、職員の処遇改善、定期昇給、昇格によ
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る給与・賞与額の上昇と、派遣職員の退職に伴う法人雇用職員数の増加によるもので

あります。

なお、平均単価につきましては、平均給料月額であり、平成３０年度は、定期昇給

月額平均３千円、処遇改善月額５千円程度を見込んでおります。

次に、臨時職員の勤務期間の加算でありますが、他の法人等を参考に換算率を５０

パーセントとしたと伺っております。

臨時職員としての勤務は、保育内容は同様であっても、業務分担、勤務形態、研修

実態、責任の違いにより、正職員と同等とすることはできないものであります。

次に、初任給についてでありますが、男鹿保育会保育士の初任給額は、他の民間保

育士給料額、市臨時職員賃金額を参考にしていると伺っております。

また、市職員保育士全体の平均定期昇給額は、平成２８年度は２千４６０円であ

り、男鹿保育会保育士の定期昇給額は２千９８０円となっており、市を上回っており

ます。

次に、他市の保育士との比較ですが、他市の公務員保育士との給与比較は、自治体

ごとの給与条例により異なることから、単純には比較できないものと考えておりま

す。

次に、来年度以降の処遇改善につきましては、定期昇給、昇格による給与額上昇を

見込み、国の保育士処遇改善等の動向により、債務負担行為の額の範囲で市の財政状

況を踏まえて検討してまいります。

ご質問の第４点は、市民要望の実現についてであります。

まず、介護保険財政調整基金の残高についてでありますが、平成２９年度末で約９

千８００万円となる見込みであります。

また、平成２９年度介護保険特別会計の決算見込みにつきましては、現計予算規模

で推移すると見込まれ、介護給付費については４７億１千３４２万円、対前年比５．

８パーセント増と見込んでおります。市では現在、「第７期男鹿市老人福祉計画・介

護保険事業計画」の策定を進めておりますが、保険料については、適正な算定に努め

てまいります。

次に、国民健康保険財政調整基金の残高でありますが、平成２９年度末で、約１億

２千万円となる見込みであります。
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また、平成２９年度国民健康保険特別会計の決算につきましても、現計予算規模で推

移すると見込まれ、保険給付費については２９億３千８９５万２千円、対前年比１．

４パーセント減と見込んでおります。

広域化後の国民健康保険財政調整基金につきましては、国からは保険者の規模に応

じた安定的かつ十分な積立額を保有することが求められており、今後の国保財政が安

定的に運営できるよう、適切な基金の保有に努めてまいります。

次に、介護保険料、国民健康保険税の軽減及び減免制度についてであります。

市では、毎年、納付書を送付する際に制度案内の資料を同封しているほか、送付の

時期にあわせて市広報７月号に掲載するなどしており、今後も市民の皆様にわかりや

すい周知に努めてまいります。

次に、若者世帯への支援策についてであります。

本市における子育て支援策として、おがっこネウボラ事業、育児用品購入費補助事

業、第３子以降への出産祝金支給、子育て世帯応援プラン事業などの支援を行うこと

により、子育て家庭の経済的負担の軽減を図っております。

また、要保護児童・生徒への就学援助のほか、高等学校以上の学生には奨学金制度

を設けております。

市といたしましては、現在実施している様々な施策の組み合わせにより、引き続き

若者世帯を支援してまいります。

次に、高齢者の交通手段の確保についてであります。

道路運送法に定める自家用有償旅客運送については、一般旅客自動車運送事業者に

よる旅客輸送が困難な場合に実施を検討していくものであります。そのため、現在、

市内を運行している路線バスやタクシーの状況を踏まえた上で、男鹿市地域公共交通

活性化協議会や地域からのご意見を伺いながら、制度の活用を含めた持続可能な公共

交通網の形成について検討してまいります。

次に、インフルエンザの接種費用の助成についてであります。

まず、接種者及び接種率でありますが、１１月末現在３６７人で２．５パーセント

となっております。このうち、小学生が１９人で２．１パーセント、中学生が０人、

６５歳以上の方が３１０人で２．５パーセントであります。例年の傾向によると、今

後は１２月以降のインフルエンザの流行時期にあわせて接種率が伸びてくる見込みと



- 81 -

なっております。

非課税世帯の接種者及び接種率は、平成２７年度に調査した結果では、１千１９６

人、１６．３パーセントであります。平成２７年度と平成２８年度の全体の接種率を

比較したところ、接種率は４．１パーセント増加し、非課税世帯の接種費用助成の廃

止による接種率の低下はなかったと推察されたため、平成２８年度は非課税世帯の接

種者について調査は行っていないものであります。

また、接種費用についてでありますが、接種費用は各医療機関が製薬会社等と独自

に決定しているものであり、医療機関によって費用に違いがあると伺っております。

次に、市民税非課税世帯への無料化については、限られた財源を有効活用し、助成

制度を安定的に継続していくため、インフルエンザの罹患により重症化しやすい生後

６か月から１３歳未満の方、６０歳から６４歳までで心臓などに重い病気があり身体

に障がいのある方及び６５歳以上の方への助成制度を優先的に継続することとしてお

ります。

また、生活保護受給者世帯には、助成対象年齢の方に接種費用の全額を補助してお

り、現時点では、非課税世帯への全額助成は考えていないものであります。

次に、インフルエンザワクチン不足への対応についてでありますが、県がワクチン

製造卸売業者及び医療機関と連携を図り、安定供給対策に努めており、県と情報共有

を図りながら対応してまいります。

インフルエンザ罹患による異常行動への対応についてでありますが、厚生労働省か

らの通知を受け、各医療機関等に対し注意喚起の徹底を依頼したほか、健診等で市民

への周知並びに相談対応を実施してまいります。

以上です。

○議長（三浦利通君） 再質問ございませんか。１番佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） それでは、一問一答ということですので、よろしくご答弁願

いたいと思います。

最初に、ＪＲ関係の問題についてお伺いいたします。

この新しく男鹿駅をつくるということで、市長とＪＲ支社長が秋田市において共同

の記者会見を行っておりましたが、ＪＲと市で協定とか覚書とかと、いろいろ協定が

されているのかどうか、そこはただ口頭での話、協議ということなのか、そこら辺は
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どうですか。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

１０月３日に協議して、１０月２７日に覚書を取り交わしております。

○議長（三浦利通君） さらに、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） それでは、協議をして覚書を交わしていると。その内容につ

いて議会に、その内容について知らせるということはできますか。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 時間的なこともあって私は知らせてないです。知らせなくても

いいかなと思って知らせませんでした。

○１番（佐藤巳次郎君） いやいや、知らせてほしいと言ってるんです。

○市長（菅原広二君） この後の委員会で、そういう話が出ると思います。

○１番（佐藤巳次郎君） 出ると思います、私が聞いているんです。覚書を、そうすれ

ば出してもらえるかというんです。

○市長（菅原広二君） 別に問題ないすべ。隠すことは一つもないです。

○１番（佐藤巳次郎君） せばそうやって答えてければいいんだで。

○市長（菅原広二君） 耳が悪いので、すみませんでした。

○議長（三浦利通君） さらに、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） それはこの後の議会に出していただきたいと。

それと、ＪＲで計画しております新しい駅舎の設計内容、面積はわかりますけれど

も、どういう設計になっているのか、中身、我々は存じてないんですけれども、市で

は聞いているのか。もし設計内容がわかったら教えていただきたいと。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） 設計内容につきましては、私どもは詳細な説明は受け

ておりませんが、話としては、待合室のほかに観光案内スペースとか、あるいはトイ

レとかそういう部分で構成されているという程度の話しかお伺いはしてございま
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せん。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） 我々、やっぱり議会で審査するについては、当然ＪＲ側のそ

ういう新しい駅舎の設計内容等、十分知る必要があると考えますので、ぜひＪＲ側か

ら資料を取り寄せていただきたいと思います。

それから、ＪＲ秋田支社側からの提案では、男鹿駅の駅舎移設に関しては、ＪＲ単

独の事業となりますが、この我々に渡しておりますＪＲ用地について、この図の中の

ＡというところについてＪＲ側では「にぎわい創出エリア」としており、その部分は

市がＪＲ用地を取得し整備してもらいたい。また、Ｂというのは今の男鹿駅前の周辺

ですが、Ｂについても市で取得していただきたい。Ｃについては、ＡとＢの導線上に

あることから、使用については双方協議の上、決めたいが、将来的にはこれも市で取

得していただきたいというものだと、これに間違いありませんか。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えいたします。

まず、ＪＲとのその覚書、先ほど市長もお答えしてございますが、その中で、今、

佐藤議員がおっしゃいました範囲図Ａの部分、これについては当然有償ということ

で、私どもとの中ではＪＲ側は市で購入して整備ということであります。Ｂの部分に

つきましても、現駅舎のある部分でございますが、こちらも有償譲渡ということを前

提にして、別途協議をするという内容であります。Ｃの部分、ちょうどその間の部分

でございますが、こちらについては利活用をお互いに共用していくというようなこと

で覚書を締結をしております。

ただ当然、この前提といたしまして、私どもはその購入に当たっては予算が必要と

なりますので、当然ＪＲ側にも予算がつかなかった場合は、購入はできないという旨

は強く話をしております。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） それで、そういう覚書を交わしていると。その覚書にそうす

れば市の都合によってだめになることもあるというのも、覚書には書いているんです

か。
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○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えいたします。

覚書には、そこまでは書いてございませんが、ＪＲと協議をする中で、私どもはこ

れまでもそうでございますが、ＪＲの用地購入に当たっては予算が当然必要となりま

すので、いかなる内容であっても直接な契約は締結することはできないと、予算の裏

付けがなければ契約ができないのでということで話をしてございます。

覚書につきましては、この覚書にない事項、例えば今の予算云々ということが出て

きた場合には、別途協議するということは記載してございます。

○議長（三浦利通君） さらに、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） このＪＲ側で市の方に買ってほしいという場所、傍聴者の

方々はわからないと思いますが、ＡとＢとＣに分かれておりまして、Ａというのが現

在の駅から１００メートルほど先の、さらに向こう側の旧踏切まであたりの土地が７

千６８０平方メートル、Ｂというのが今の駅舎の前、１千７２０平方メートル、Ｃと

いうのがその間で１千４２０平方メートル、合わせて１万８２０平方メートルという

ことであります。

これを値段交渉したあれですか、ＪＲ側では価格については明示されていないの

か、我々には１平米いくらでしたかな、１万円でしたか、という話が出ていますが、

そこら辺ということで把握していいですか。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えいたします。

用地の購入単価でございますが、これは先ほど来市長がご答弁申し上げております

ように、ＪＲ側とは用地購入に関して具体的な協議はしてございません。以前に現在

の複合観光施設の建設地側にある線路用地を購入した際の単価を参考にしますと、大

体平米１万円ぐらいということですので、単純にいけばその単価１万円に面積をかけ

たぐらいにはなるとは思われますけれども、価格については一切まだ交渉はしてござ

いませんので、その辺まだＪＲ側からもいくらという話は伺っておりません。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君
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○１番（佐藤巳次郎君） 仮に１万円とすれば１億円を超える土地購入価格ということ

になります。

それで、このＪＲでの土地購入依頼の分を整備するとすれば、どのぐらいかかるん

ですか。ただ施設をつくるとかでなくて、その土地を整備するだけ、この１万８２０

平米をもし市の方で購入するとすれば、敷地の整備、舗装と言いますか、それおおよ

そどのぐらいかかるものですか。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） まだ利活用についても、まだ今、検討段階でございま

して、仮にこれを整備した場合に、仮に舗装等であっても、ちょっと今のところ私ど

もまだ試算はしておりませんので、どれくらいかかるかと、整備費については現時点

ではご提示することはできないということであります。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） できないということでもないでしょう。産建部長、わからな

いですか。専門家でしょうから、おおよそですよ。

○議長（三浦利通君） 藤原産業建設部長

【産業建設部長 藤原誠君 登壇】

○産業建設部長（藤原誠君） お答えいたします。

購入用地につきましては、既存の施設等もございますし、地盤の状況もわからない

中で、単に全部舗装するというわけでもございませんし、建物の解体等も出てくる可

能性もございますし、今のところで事業費についてどのぐらいかかるかというのは、

ちょっとお答えできないものでございますので、ご理解お願いいたします。

○議長（三浦利通君） さらに、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） 現在は、まだはっきり数字的には出てこないということです

のでいいですけども、それにしてもこの分、それだけでもかなりの工事費になるん

じゃないかなと思っております。

それと、このあなた方で書いたこのＢというところの用地１千７２０平米ですけれ

ども、これは今の男鹿駅舎、現在の駅舎のところであります。この図面を見ると、駅

舎とか、それからその先にあるいろんなトイレとかそういうのがここの中には示され
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ておりません。なぜ示されていないのか。もし市でこのＢを買うとすれば、現在の駅

舎をどうするのか、トイレをどうするのか、市でやるのか、ＪＲでやるのか、そこら

辺、市で全部買わされるんじゃないですか。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） 現駅舎側のいわゆるＢの部分でございますけれども、

これについてはＪＲとの中では、確か有償譲渡することを前提に別途協議するという

ことにしております。私どもその現駅舎、ＪＲ側では現駅舎とトイレは一体的なもの

ということで、解体ということにはならないようでございますので、私ども現駅舎の

利活用、これもしていきたいということで、どのような活用ができるのか、今いろい

ろ検討しているところでこざいます。それらを利活用方法等が固まった段階で必要が

あればＪＲと当然、建物を含めて購入するという協議に入るというふうなことになろ

うかと思います。

○議長（三浦利通君） はい、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） それも現駅舎も買わざるを得ないということですな。

それから、新しい駅舎が新しくできる場所ですな。このＡの場所ですけれども、Ｊ

Ｒ側は、このＡの敷地について、ＪＲ側でやるべき施設等があるんじゃないかと思い

ますが、まるっきり市で買うということになるんですか。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） いろんな利活用が考えられると思います。それもこれから協議

していきたいと思っています。だから、さっきから話しているように、まるっきり丸

抱えということではないです。やっぱりＪＲにもどうしても必要な土地も出てくるで

しょうし、これから協議していきたいと、そういう状況だと思っています。

できるだけ金をかけないでやるとすれば、さら地にして簡易舗装程度、必要な通路

だけの簡易舗装程度と、そういうことの選択肢もありますから、これからいろんなこ

とを考えていくということだと思います。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） でも、議会側に示されているこの図面を見ると、そうはなっ
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てないわけでしょ。ＡならＡ、ＢならＢ、ＣはＣ、すべてこれを市で買うことを求め

ている、この面積を。当然ＪＲ側で必要な整備、駅前の整備にかかわるＪＲ側が必要

なものというのは、今の我々に示されているのには一つもないんですよ。全部買って

くださいですよ。多分私はこの後、ＪＲ側と協議しても、ＪＲ側は私の方でない、

みんな市で払いなさいと、こう言われると思いますよ。そうでないですか。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

世の中はいろいろ変わってきてるますよね。いろんなことをスピード感をもってい

かないと決まらないこともあります。今回のＪＲの駅舎についても、九割方は普通は

市町村で持つと、自治体で持つと。それを１００パーセント、ＪＲで持ってくれると

そういうこともありますし、今の広場の使い方についても、当然ＪＲが使うべきもの

であれば、そのことを協議して、何とかＪＲの持ち分とかそういうのをやっていくこ

とができると私は思っています。

Ｃのところなんかは、特にＪＲも何としても使わなきゃだめなところですし、だけ

ども全体計画から見ると、やっぱり景観とか利便性を考えると、お互いに協議して

やっていかなければわからないところがいっぱいありますので、絵を描かないと協議

に入っていけないと、そういう状況もあります。

以上です。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） 我々、議会側というか私だけではないと思いますが、ＪＲ商

法と言いますか、かなり以前、男鹿駅を直すということもあって、いろいろ各地を

回って歩いてみても、ＪＲというのは非常にすべて自治体に負担させるというのが常

識になっているわけだ。高いものになっている。それが当然だというようなことです

な。果たして本当に私はこういうＪＲであれば、市民が納得できるような形になって

いかないんじゃないかということを私はつくづくいつも考えているわけで、そのあた

りも市長はどういうふうにそのあたり考えているのかですよ。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】
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○市長（菅原広二君） お答えします。

私は、何度も言ってるように、ＪＲには非常に感謝しています。１０何億という新

型車両「ＡＣＣＵＭ」を開発してくれて、そういうのも男鹿のためになると、地域と

一緒に振興していこうと、そういうことでやってくれています。今回の駅舎について

も、男鹿にいろんな可能性をかけてくれているんだと思っています。普通では考えら

れないことを決断してくれたと。やっぱりＪＲ内部でもかなりのやっぱり協議があっ

たと思っています。そのことは男鹿市民も理解してくれると思います。

それとまた先日、秋田市、潟上市、男鹿市で、男鹿沿線の利用の協議会をつくりま

した。各駅舎が何とかその地域振興に役立っていきたいと、ＪＲさんと一緒に地域振

興をしていこうと、そういうことで取り組んでいます。

今のＪＲの大きなスタンスは、先日も函館、津軽、秋田の連携というテーマでフ

ォーラムをやって、周辺の市町村長が大勢集まってフォーラムをやりました。そうい

う前向きな取り組み、私は以前はそうだったかもしれないですけども、今のＪＲは以

前と違いますから、そのことに関して私は感謝こそすれ、いろんな警戒感は私は持っ

ていないです。

以上です。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） 市長はそういう考え方であると。電車が古くなれば新しくし

なければいけないのも、これも当然だ。ですから、ＪＲ側は男鹿線だけでなくて、い

ろいろな線を、列車も含めてスマートな、その土地にふさわしいそういうつくり方を

しているのは私もわかります。それにしても、そういうことによってお客さんが多く

乗ると。それによって収益を上げると。これは商売ですよ。ですから、感謝という言

葉がどうかわかりませんけれども、私は営業として当然ＪＲ側でそういうことも含め

て追求していくという立場だと思いますよ。そういうことですので、私は非常に今回

のこのＪＲの駅移転に伴って、市で買わざるを得なくなると思われるそういう余地が

あるとすれば、非常に今後、財政的にもですよ非常に問題が出てくると。そしてこの

ＡとＢについては、Ｂについては解体も必要になってくるかもしれない。いずれは現

駅舎も買わざるを得ないと、こういう状況。そしてＡについても、今のところ市の方

では、ＪＲ側では、そのＡの用地を使ってＪＲで負担しなければいけない、なにもの
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も持っていないような感じですな。トイレであっても、それから駐車場であっても、

すべて市で負担するという方向だと思うんですよ。そういうことになれば、果たして

本当に市民がそれでいいと考えているのか、やはり議会にはこの後いろいろ説明あろ

うかと思いますが、地域住民にとっても、やはりこの問題はどう考えているのかにつ

いて、市も十分地域とのコミュニケーション、協議をする場をつくるということが必

要だと思いますが、いかがですか。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 今の質問をＪＲの人が聞いたら、どういう気持ちになるでしょ

うか。私から言わせればね、ＪＲは男鹿線を撤退してもおかしくないぐらいの赤字が

出ているんです。それなのにこういうふうにね、しかも新型車両を開発して、古く

なったから変えたんじゃないんです。やっぱりそういう要望があって、そのことを

やってやらなきゃだめだと、地域と一体となって取り組んでいくと、そういうことが

あったからできたんです。今だけ、ここだけ、あなただけですよ、男鹿だからやって

くれたんです、今回の駅舎についても。そしてまた、先ほどから財政、財政って言わ

れていますけれども、私もそのことは十分考えています。何もやらないで黙って消滅

していくよりも、いろんなこと投資して前向きに取り組んでいくと、そういうことが

大事だと思っています。今の企業のスタンスというのは、先ほどお話したドリーム

リンクでもね、何とか男鹿を元気にしたいと。商売というのは、人を喜ばせるんで

す。人を喜ばせて初めて利益につながっていくと。売り手よし、買い手よし、地域よ

しです。そのことを、まして公的な存在であるＪＲは、そのことを考えてくれていま

す。私は、このことが、今、ＪＲそして道の駅、その連携してうまくいけば、その後

に議員がおっしゃっているような財政の裏付けができたらいろんな施設ができること

であって、これがまずうまくやらないと次のステップには行けないと、私はそう思っ

てます。そしてまた、議員がおっしゃるように、いろんなことをオープンにしていく

と、こういう計画を立てたいけれどもどうなんだと、そのワークショップをちゃんと

やっていくと。そのことによって市民がまたやる気になっていくと。自分たちもこの

計画に参加していこうと。男鹿を何とかよくしたい、いきたい、まず駅前周辺がよく

なると男鹿全体に影響があるんだと。男鹿のまちなか、船川のまちなかがよくなると
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地域全体がよくなっていくんだと、そういう気持ちになるようなねワークショップを

やっていくことが、私は非常に大事だと思っています。どうかそのことについても

ちゃんとやりますから、ひとつよろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） さらに、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） 男鹿線が赤字だということで、ＪＲに非常に感謝している

と、こういう話ですが、この男鹿沿線、秋田市までの地域住民は、このＪＲがなけれ

ば大変なんですよ。赤字だからやめると言われないんですよ、それは。当然でしょ

う。今、北海道を見てくださいよ。いろんな鉄道網があります。すべて赤字ですよ、

ほとんど。それで今、廃線にしようというＪＲ側の意向もあるんですよ。それで今、

大きな問題になっているんです。ですから、この問題は、やっぱり地域住民なしには

解決できない問題で、ＪＲが赤字だからやめるということにはなっていかない。これ

は国の問題でもあるんですよ。そうですから、私に対して市長がどうのこうのと言わ

れることは、私からすれば非常に本意でないと思っております。

この後また委員会もありますので、このＪＲ関係については終わらせていただきま

すが、次に、もう何分ありますか。余りありませんが、２番目に質問した市長の政治

倫理についてでありますが、市長は地方自治法なり、それから条例等、何でもないと

いうことですが、本当に何でもないんでしょうか。政治倫理にかかわって地方自治法

上に全然問題ないということにはなっていかない。何でもないのだとすれば、大館市

の政治倫理条例をつくったのは違法だと、こう言わざるを得ない。地方自治法では、

そうはなっていない。ですから、やはり私は問題が、市長の発言は問題があるという

ことだと思うんです。特に、特にというかね、市長は市のトップであります。事業を

行う際にも市で決める予定価格があります。この予定価格は、市長がすべて知り得る

立場であります。それをほかに漏らすことも、やればできないことでもない。そうい

う立場であって、そして身内にそういう建設業者がいるということが、果たして倫理

上いいのかということを私は聞いているんですよ。何かチェックしておかないといけ

ない、行政側自身でもそこをチェックする何かが必要じゃないかと、市長に対する倫

理条例を市長みずから提案するということだって、あってもしかるべきだと思います

けれども、そこら辺どうですか。

○議長（三浦利通君） 市長
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【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

その前に、一つ、ＪＲのね考え方、やっぱり根本的に違うと思うんですよ。ＪＲは

民間会社です。だから、３０年前に五能線が廃線になろうとしたとき、五能線の沿線

の住民はみんな立ち上がったんですよ。何とか残ってくれと。だからＪＲと一緒に

やっていこうと、男鹿の市民もね、どうすれば乗客がふえるかと、そういうことを考

えていかなきゃだめだということを私は申し上げたいと、そのことをまず一つ申し上

げておきます。

そしてまた、その…

○１番（佐藤巳次郎君） 私だって思ってらんだす。

○市長（菅原広二君） いや、議員からはそういうふうに取れなかったから、そういう

ふうに言ってるんです。

それでまず、次の倫理条例のことですけども、ふだんの私の生活を見てれば、どう

思ってるか、そのことが大事だと思ってます。一般市民も、議員の皆さんも見ている

し、市役所の職員も見ているし、それ、うまくないことをしているからそういう条

例っていうのはできたんでしょう。別に、私が前に所属してあった会社が、私が市長

になって売り上げがふえているわけでもないんだと思いますし、いろんなおかしいこ

とをすれば市長辞めろと、そういう話が出てくると思います。それが自然の流れだと

思います。私は自分の身を清くして、公平にできるようにやっていってると思ってま

す。常に公平なジャッジができるような、自分の身をきちんとやっているつもりでお

りますので、そのことには何ら私は恥じることはないです。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） 私、菅原市長個人を指しているんじゃない、首長というので

話しているんですよ。首長がそういう工事の事業の予定価格等を知り得る立場だわけ

でしょう。果たしてそれが影響しないかというのは、全国各地から見れば首長がそう

いう請負金額をほかの業者に教えたということだって結構あるんですよ。それで辞め

た首長だってたくさんいますよ。ですから倫理条例なり、首長の倫理というのは大事

なんだということを私は申し上げているんですよ。そのためにも、市長は何もそうい

うことはやっていない、それはいいですよ。いいけれども、やはりそういう自分を市
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民に倫理は私大丈夫だと、ですからこういう条例もあると、規則もつくっているとい

うことを示した方が、かえって私はいいんじゃないかと、そのあたりどうですか。

○議長（三浦利通君） 市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 先ほども申し上げたとおり、私がおかしいことをしているかど

うかは、皆さんも見てるし、市民も、市役所の職員も見ていることですから、そうい

う状況になればいつでも辞めますから、そのことははっきり言っておきます。

○議長（三浦利通君） 佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） 私が言っているのは、私を見てください、それはいいです

よ。いいけれども、そういう環境の中、わかり得る立場にいるのが市長だと。ですか

ら、そういう倫理をきちっとしたものの条例をつくるということが大事だと。市長は

つくる気、俺は公明正大だと、つくる必要ないと、こういう主張だとすれば、つくら

ないということだと思いますが、我々議会は市長だからということばかりでなくて、

そういう市長の倫理をきちっとやっぱり議会でも議論して、市長に対する倫理条例も

大館市みたいにつくるということだってあり得るわけですから、そこら辺もはっきり

して、私は市長みずから公明正大なところを見せて、条例をつくってですねほしいな

ということを市長に要望しておきたいなと思っております。

次に移りたいんですが、時間がないのでやめます。

○議長（三浦利通君） １番佐藤巳次郎君の質問を終結いたします。

○１番（佐藤巳次郎君） ありがとうございました。

○議長（三浦利通君） この後、一般質問もうお一方ありますので、再開を３時１０分

として休憩いたします。

午後 ２時５８分 休 憩

午後 ３時１１分 再 開

○議長（三浦利通君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

次に、３番米谷勝君の発言を許します。３番米谷勝君

【３番 米谷勝君 登壇】

○３番（米谷勝君） 皆さん、こんにちは。市民の会の米谷勝です。よろしくお願いい
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たします。

市政に深い関心を示していただいている皆さんから議会を傍聴していただき、あり

がとうございます。

通告に従いまして、市民の声として４点について質問させていただきますが、市長

の誠意あるご答弁を期待するものであります。

１点目は、ＪＲ男鹿駅舎の移転についてであります。

ＪＲ秋田支社は、来年７月をめどに男鹿駅舎を現在地から約１００メートル南のＪ

Ｒ東日本所有地に移転新築すると発表されました。新駅舎は鉄骨平屋建てで、床面積

は約２３５平方メートル、坪に換算して約７０坪です。事業費はＪＲが全額負担、額

は未定とあります。

ＪＲ駅舎建設や駅前広場の整備については、ＪＲと協定を締結して設計に着手する

のが一般的です。今回のＪＲ秋田支社の駅舎移転構想は、現時点では到底理解しがた

いものがあります。新駅舎が移築されたとしても、ＪＲ秋田支社には、男鹿駅前広場

の運動性や利便性並びに機能性の確保、充実を図る責務があります。さらに、駅舎移

転新築が具体化していることから、駅周辺全体のまちづくり計画を早急に進める必要

があります。駅舎移転に至った経緯とＪＲ所有地等の協議内容についてお伺いしま

す。

次に、新男鹿駅広場整備は、本市の重要施策であるからこそ、新駅を中心に特色あ

るまちづくりを都市計画に定めることが望ましく、社会資本整備総合交付金、まちづ

くり交付金など、つまり国、国交省の補助金を活用すべきと考えます。

市長の新駅前広場整備計画、整備事業費などについて、お伺いいたします。

次に、男鹿駅移転新築に伴い、現駅舎、駅舎前のトイレ、観光案内所、バス・タク

シー乗り場、自転車置場等は、その意義を失います。今後について、どのような話し

合いをされているのか、市の負担は考えられるのか、お伺いします。

２点目は、地域づくり交付金についてであります。

市民による自発的な地域活動に対し、財政面から支援することについて質問をいた

します。

市民と行政が共通の目的を達成するための「協働」と身近な課題を地域で解決する

「地域分権」を重点として打ち出し、こうした住民主体の自治の充実を促し、それぞ
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れの活動を住みよいまちづくりにつなげてほしい思いで、地域づくり交付金が創設さ

れました。県によると、助成制度は今年７月現在で県内に２１市町村あり、４年前と

比べ５市町村ふえ、ビジネスの手法で地域振興を目指すコミュニティビジネスへの補

助も４市町村増の１０市町村になっております。住民自身が主体的に動いて課題を解

決する手法は、少子高齢化が進む中で重要性を増しております。住民にとっても地域

を見きわめる、見直し、自治や政治への関心を高めるきっかけになるはずです。

本市においても市民の連携の強化及び地域振興を図ることを目的とする男鹿市地域

振興基金活用事業を実施しております。現在は、交付金対象が主にイベント、行事開

催への活動支援となっていますが、地域ではイベント、行事以外に日常的な地域活動

を進める小さな団体も数多くあります。例えば、高齢者がゲートボールやグラウンド

ゴルフなどで健康づくり、仲間づくりの活動を行っているとき、高齢者だけの小さな

グループがゆえに活動のための広場の整備や設備修繕などに資金的な手が回らない悩

みがあります。整備計画、事業計画の中身として、整備計画では必要材料、整備の

砂、鉄パイプ等の支援を受けて、人的な作業は団体内で行うような計画を立てる。利

用計画では、グループの定期的な利用に加えてミニ大会、地域の子どもたちの交流や

町内会活動等も考えて、もう少しの支援があれば地域活動の後押しとなるため、そう

したスポーツ、健康づくりのための場所の自主的な整備計画、利用計画に対して、そ

の中の材料支給などの形で交付対象とできないものかお伺いします。

３点目は、消防分団支援についてであります。

市民の生命、財産を守る活動の一翼を担っていただいている消防団について質問を

いたします。

消防団は、すべての市町村に設置され、全国に約２千２００団、地域ごとに消防分

団も整備され、消防活動だけでなく、大雨や地震といった災害時の避難誘導、救助で

も重要な役割を果たしております。

県内の消防団員数は、人口減や高齢化、会社勤めの人がふえた影響などで減少の一

途をたどっております。そうした中、機能別団員の制度が団員確保に一定の成果を上

げております。

消防庁は、より多くの人に参加してもらおうと女性で結成したり、大災害時だけに

出動したりする機能別消防分団の整備を推進しております。機能別団員は、県内の消
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防団でも導入が進み、県総合防災課によると、本年度は１１市町村で計５９４人が入

団、学生や女性による災害時の避難所運営やけが人の手当て、ＯＢ団員による時間限

定の活動など、さまざまな立場の人が消防団活動に参加しております。防災にかかわ

り、貢献をしたいという思いはありながら、仕事や家庭の事情、体力的な不安から、

これまで基本団員として団員活動は困難と考え、入団をあきらめた方は少なくないと

思います。活動を限定した機能別団員、機能別分団は、こうした方々の選択肢の幅を

広げ、いざというときに防災にかかわる方々をふやし、地域防災力の底上げをするも

のと考えます。

そこで、今後、市として機能別分団・団員、そして分団の導入拡大に対し、どのよ

うな取り組みを行うのかお伺いします。

次に、地方自治法で消防団員には、報酬・手当を支払わなければならないと規定さ

れております。その報酬は、出動手当は市町村の条例で定めることとなっており、そ

して政府は、自治体が消防団員に一定額の報酬と手当を支給するよう、地方交付税で

その額を措置しております。政府は、消防団員１人当たりの報酬の交付税単価を年額

で３万６千５００円、１回の出動手当７千円としております。しかし、当市の報酬は

１万５千円、１回の出動手当は２千円となっています。本市の報酬・手当について、

全国基準、県内消防団員と比較すると、どのような状況かお伺いします。

さらに、今後どのように処遇改善に取り組む考えかお伺いします。

４点目は、行財政改革についてであります。

国も地方もかつてない厳しい財政運営となっております。従来の手法、感覚では、

自治体として存続できないといったことが懸念されます。さらに、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律の施行もあり、実質倒産と認定されるようになり、そのよう

なことにならないためにも、より以上の努力をしなければならないと考えておりま

す。

そこでまずお伺いしたいのは、第３次男鹿市行政改革大綱、平成２６年度から平成

３０年度までを推進期間とする行財政改革の取り組みを進めているところですが、そ

の中で財政調整基金１５億円の確保を目標値としております。現状と今後の見通し、

あわせて合併特例債についてもお伺いします。

次に、組織機構改革に取り組むとのことですが、市民が利用しやすい、より効率的
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な部課の編成なのか、さらには定員管理計画において、平成３０年４月１日には職員

数３３６人とする計画を踏まえての組織機構改革の考えなのか、お伺いします。

市長の前向きな答弁を期待して、１回目の質問を終わります。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 米谷議員のご質問にお答えします。

ご質問の第１点は、ＪＲ男鹿駅舎の移転についてであります。

まず、駅舎移転に至った経緯についてでありますが、私は、複合観光施設に近い位

置に移転した場合のメリットとしては、駅舎と複合観光施設が連携した空間が創出さ

れることにより、ＪＲ男鹿線との連携による誘客の強化や鉄道利用者及び観光客の利

便性の向上が期待できることから、ＪＲ秋田支社に対し、強い期待感を伝えてまいり

ました。

こうした中、ＪＲ秋田支社では、単独事業として駅舎の移転を計画したものであ

り、交流蓄電池車の導入や沿線に再生エネルギー施設を集積していることから、男鹿

線を「観光」と「学習体験線区」としての特色を強化し、観光活性化に取り組むこと

とし、複合観光施設の建設にあわせて地域と連携した駅周辺の活性化を進めることを

決めたものであります。

次に、ＪＲ所有地等の協議内容でありますが、ＪＲ秋田支社からは、駅舎移転後の

駅前広場、現駅舎などのＪＲ所有地について購入を打診されており、市では用地の利

活用につきまして１１月１日に庁内検討会を立ち上げ、検討しているところでありま

すが、用地購入の具体的な協議は、まだ行っていないものであります。

次に、新駅前広場計画、整備事業費についであります。

新駅前広場整備の財源として社会資本整備総合交付金を活用するためには、都市再

生特別措置法に基づく都市再生整備計画事業として国土交通省の確認を受ける必要が

あります。

市といたしましては、複合観光施設と男鹿駅移設の相乗効果を、より発揮するため

にも、早期の実現が必要であり、合併特例債の期限である平成３１年度までには整備

してまいりたいと考えております。

次に、今後の話し合いについてでありますが、現駅舎周辺の施設及び機能について
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は、新男鹿駅周辺にも配置することになると考えられますので、現駅舎周辺の利活用

及び市の負担については、ＪＲ秋田支社と別途協議してまいります。

ご質問の第２点は、地域づくり交付金についてであります。

本市では、地域振興基金の運用益を活用し、平成２４年度から市民が主体となって

実施する地域振興活動を支援しております。

対象としている事業は、新たな地域活性化イベント、地域資源を活用または掘り起

こす活動、地域づくりに資する講演会、学習会または交流会や自主的な地域づくりを

推進する活動とし、選考会において採択された事業に対し交付金を交付しておりま

す。

対象経費は、講師謝金等事業費のソフト面に係る経費としております。

広く地域が活性化され、市民の連帯が強化される公益的な活動の支援を目的として

いることから、効果が特定の団体に帰属する施設維持や資産形成への支援は対象とし

ませんが、広域での交流イベント等の開催については、申請対象事業となり得るもの

と推測しております。

ご質問の第３点は、消防団支援についてであります。

地域防災の中核となる消防団活動につきましては、本市においても平日の日中は多

くの団員が勤務のため地域に不在、人員不足となることから、消防力の低下が懸念さ

れるところであります。このため、男鹿市消防団幹部会議において、まずは豊富な知

識と経験を持つ退職した消防職員や消防団員の方を対象に、火災時の初期消火活動や

自然災害時の後方支援等、特定の任務だけに従事する機能別団員の導入について協議

を進めているところであります。

今後も、先進事例等を参考に、市民が消防団に入団しやすい環境としての機能別分

団の整備、団員制度の研究に取り組み、消防団幹部等の意見を伺いながら、制度の導

入、拡大に向けて検討してまいります。

次に、本市と県内消防団員の年額報酬、費用弁償の比較と全国基準についてであり

ます。

本市の消防団員の報酬につきましては、平成２７年度に男鹿市消防団の設置等に関

する条例を改正し、消防団員の報酬を階級ごとに一律１千５００円引き上げておりま

す。
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本市における報酬額は、階級ごとになっており、団員は１万５千円と定めておりま

す。

また、小型動力ポンプ積載車を操作する機関員には５千３００円、小型動力ポンプ

を操作する機関員には４千円が、それぞれ加算されます。

地方交付税算入額として示されている３万６千５００円と比較すると２万１千５０

０円、平成２９年４月１日現在における県内市町村平均１万９千４３６円と比較する

と、４千４３６円下回っている状況であります。

また、本市の費用弁償額は、警戒は１日当たり２千円、火災、捜索、訓練で出場し

た場合、１回当たり２千円と定めております。費用弁償額として火災による出場手当

は、地方交付税算入額として示されている７千円と比較しますと５千円、県内市町村

の平均２千９８０円と比較すると９８０円下回っている状況であります。

消防団員の処遇改善につきましては、今後、市の財政状況等を勘案しながら検討し

てまいります。

ご質問の第４点は、行政改革についてであります。

まず、財政調整基金についてであります。

現時点の財政調整基金現在高は、５億２万１千円となっております。本市の財政状

況は、市税や地方交付税などの歳入は減少し、歳出では、社会保障経費、施設等の維

持管理費、特別会計への繰出金、公益企業会計への負担金・補助金など経常経費の圧

縮は困難な状況にあるなど、非常に厳しい状況にあります。さらに、人口減少対策を

はじめ産業の振興、公共交通や地域振興の確保など、山積する課題に対応し、将来に

向けて必要な施策は着実に取り組んでいく必要があるため、短期的には基金残高の減

少が考えられます。

今後は、長期的な視点に立ちながら、地域の活力を維持し、税収の増加や医療費の

抑制などの波及効果が期待できる事業に重点を置いて取り組むほか、現在策定作業を

進めている公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画及び第４次行政改革大綱を

市民の理解を得ながら推進していくことで、将来的に財政調整基金の確保を図ってい

きたいと考えております。

次に、合併特例債についてであります。

合併特例債は、これまで地域振興基金積立金、道路交通ネットワーク形成事業、観
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光案内機能施設整備事業、総合運動公園多目的広場改修事業、複合観光施設整備事業

などに４２億１千２４０万円借り入れしており、平成３１年度まで活用できることと

なっております。

今後は、道路交通ネットワーク形成事業、複合観光施設整備事業及び男鹿駅舎の移

転に伴う駅前広場の整備に係る事業に活用する予定であります。

次に、組織機構改革と定員管理計画についてであります。

私は、市長就任直後の本年６月定例会において、縦の連携、横の連携を図りなが

ら、スピーディーに物事を解決できる組織づくりに努めてまいりたい、そして男鹿へ

の誘客を図るためには、観光部門の強化が必要であると申し上げておりました。

このたび計画した組織機構改革の主要部分は、この観光部門を強化するため、新た

に「観光文化スポーツ部」を設置し、交流人口の拡大につながる観光、文化及びス

ポーツを連携させ、各施策の相乗効果を発揮できるよう、新たな部に業務を集約し連

携強化を図るというものであります。

加えて、福祉と介護の連携強化、用地業務に係る専門知識の集約と事務の効率化を

図るものであり、市政運営においては、業務の連携強化と効率的な事務執行を可能に

し、よりよいサービスを市民に提供できるものと考えております。

また、このたびの組織機構改革については、厳しい財政状況の中で着実に行政改革

を実行する必要があることから、定員管理計画を考慮して検討を進めたものであり、

配置する職員数につきましては、掌握する事務量に応じ適切に配置しております。

以上です。

○議長（三浦利通君） 再質問ございませんか。３番米谷勝君

○３番（米谷勝君） 最初にＪＲ男鹿駅舎の移転についてお伺いします。

今のその男鹿駅舎のことについて、非常に駅舎移転とかということは、非常にい

ろんなことを考えて、いいことだと思う反面、何もその先のことを考えないで駅舎の

移転だけ考えて、果たしてこれで駅が新しくなったからといってお客さんが本当に喜

ぶ駅舎移転なのかなと考えさせられるところがあるんですけれども、市長は先ほど複

合観光施設と連携してどうのこうのとかって言ってるけども、駅舎だけＪＲの方で新

しくして、内容を充実させてつくったところで、無理無理無理で複合観光施設のス

タートにあわせて７月と言うけれども、駅舎だけできたってお客さんは喜ばないし、



- 100 -

来ないですよ。やっぱり駅舎と同時に駅前広場、これが同じ、時間かかってもいい

じゃないですか。同じ完成で進むべきで、そのために国の補助事業なり、市が負担の

かからないもので整備ができるような仕組みになっているんですよ。皆さんも御存じ

だと思いますけども、この間のさきがけ新聞に秋田市のどこですか、外旭川駅です

か、駅舎のことでＪＲと秋田市とどういうことで進んでいるかということ、皆さん新

聞で、私はね男鹿の駅舎が新築移転ということで皆さん関心あるから、あの記事は大

体みんな見たと思っていますよ。やっぱりあれが一般的な駅舎の新築の考え方と思

うんですよ。だから、あの新聞を見るとね、協定書を交わして、要するにＪＲはどこ

どこ、市は、行政はどこどこって決めて、国の補助金を受けて、そして立派なもの、

利用者が喜ぶもの、特に駅前というのは一番大変だということで、歓迎塔とかいろん

なことを計画しながらお客さんを迎えるのが私は駅の整備の仕方だと思っているんで

すよ。だから、今までの話を聞くと、土地も含めて何も決まってないんですよね。た

だ、複合観光施設と連携するためにということでＪＲでは７月完成、中身はよくわか

らない。何かできるかもわからない。ただそれだけなんですよ。それでは困るのは行

政なんですよね。だから私はさっき、市長はＪＲよくやってくれたということ、私も

それはわかりますよ。だけど、よくやってくれるほかにですね、行政がやっぱり困ら

ないような時間の設定とかね、それからお金の何ていいますか、かけ方とか、そうい

うのをやっぱり、やっぱり時間が必要だと思うんですよ。私はこのことについては何

も言いませんけどね、やっぱり時間をかけて、駅前広場、例えば用地買うなら買う。

買った後は、どういうふうな整備をするんだと、これをきちっとやって、そしていつ

まででかすんだということで、それどういうお金を充ててと、やっぱり時間かかると

思うんですよ。だから、私は複合観光施設と切り離しして、どうせやるんだったら立

派な駅をつくるべきだと私は思います。何も７月までに完成させるって、駅舎できた

ところでバスも回れない、何も、さっき誰かの答弁で簡易舗装やるなんてね、そんな

ことやったってお客さんは来ないですよ。

それから、先ほど現駅舎、これについてどうなるのかと聞いたけれども、このこと

については新しい、７月に完成させるという駅舎の人方は、どこを使うんですか。こ

れについて教えてください。トイレとか、それから自転車置場、まあまあトイレは別

にして、それからタクシーに乗るとか、バスに乗るとか、やっぱり駅前に一番必要な
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のは、やっぱり何ていうんですか歓迎塔とかいろんなことがあるでしょう、やっぱ

り。歩く人方の関係とか、そういうの大事だと思います。そこら辺は、そうすれば、

広場整備計画が立たない場合は、いつまでどこを使うのか、そこら辺を聞かせてくだ

さい。

それから、地域づくり交付金について、私も基金の振興基金活用事業の要綱を見さ

せてもらいましたけれども、あの要綱では私は市民の人方は基金を使うという気には

私はなれないと思うんですよね。中身がよくわからない。あのね、私もこの基金とい

うのは、非常にほかの市町村かなりやっているとこを見たらですね、やっぱり交付対

象となる事業として、かなり柔らかくと言いますか書かれているんですよね。やっぱ

りああいうのを見ると、市民の人、あっこういうものについても交付金が、何ていう

か支援してもらえるんだなというのがすごくわかりやすいですよね。男鹿市のあの難

しいような文書で書かれたものを見ては、私もなかなかわからないというか、相談に

なる気になれなかったんですけどね、ほかの市町村を見たらね、やっぱり、かなりお

金もかけているようですけども、何ていうんですかね、地域の課題を解決するために

ね、憩いの広場づくりだとか詳しくいろんなことを書いているんですよね。だから、

できれば、私ちょっとしたことで聞いた、グラウンドゴルフとかそういうのを聞いた

わけなんですけれども、やっぱりもうちょっと交付金というのは、基金のあれもある

と思いますけれども、予算にもあると思いますけれども、もう少し地域の人方が一生

懸命頑張って、地域のことは地域で課題を解決しようとして頑張ることに対して、私

は今の市の何ですか、やっていることについては、ちょっと狭い、範囲が狭いんじゃ

ないかなと考えているんですけれども、そこら辺について、それから、交付対象とし

て平成２４年度からやって平成２８年度まで１０件、金額にして２４８万７千円なん

ですよ。これ、運用の果実を活用してどうのこうのって言ってますけども、どのくら

いの予算、年間どのくらいの予算措置できるものですか。これについてもお聞きした

いと思います。

それから、もうちょっと細いとこというんですかね、私よく言われるのは、非常に

市で、ほかの市町村もなんですけども、交付金というのがあって、すごく支援すると

いうことはいいことだなと言うけども、本当に困っているって言えばおかしいけれど

も、一生懸命やりたいんだけれども、こういうものまでは考えてもらえないのかと、
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よく私聞かれることあるんですけどもね、例えば道路の清掃用の側溝上げの何てい

うんですか、あれ、ふた上げ機ですか、ああいうものとかね、みんなが一生懸命やろ

うとしているのに、何かそういうのに交付金でも使ってできないものかなという、交

付金というのは金額多ければいいとか少なければいいとかじゃなくて、何ぼ少なくて

もいいからそういう実務的というかね、あとあれです、例えば何というか実用的だっ

ておかしいよな。ハンドマイクとかね、拡声器とかそういうやつも、あれば非常に、

何をやるにしても団体行動がとれるとか、いろいろなことを言われるんですよ。だか

ら、余り大きいことでなくともいいから、何ていうんですか、耐久備品というんです

か、耐久備品なんかもですね、やっぱり事業計画、事業計画がしっかりして実績が見

込まれるものについては、私は支援してもいいんじゃないかなと思うんですけれど

も、そこら辺についてもお伺いしたいと思います。

それからですね、消防団については年額報酬が平成２７年４月に改正されておりま

すけれども、私さっき他の市町村と比べてということで聞いたんだけども、私が

ちょっと調べた中でいくと、私は町村は入れないで１３市を比較すると、非常に低

いんですよね。だからやっぱり、できれば無理無理って言えばおかしいですけども、

町・村とかって入れないで、金額を下げるんじゃなくて、できれば１３市の中で検討

していただければなと思うんですけども、そこら辺についてはどういう考え方を持っ

ているのかお聞きしたいと思います。

それから、さっき市長は非常に前向きな考え方で検討して、機能別分団、退職者の

ＯＢとかそういう方々を入れるように協議を進めていくし、検討していくという話を

伺いました。ちょっとおそいかもわからないけども、やっぱりこのことについては、

やっぱり結構私は消防団ＯＢでなくとも、消防に携わった人、消防吏員とか、そうい

う方々でも私はいいと思うんですけどもね、余り消防ＯＢに限らずいろんな方々か

ら、やっぱり自分の時間に合わせたことでできる人方がいたり、できればそういう

方々を広く入れさせていただければ非常にいいんでないかなと思っています。

それから、さっき言った報酬については、何とかそういう考え方で、非常に出場手

当も、それから報酬についても、１３市と比較するとやっぱり低いんですよ。だか

ら、市町村を入れないで、できれば１３市を比較して、もうちょっと待遇改善と言い

ますか、予算にあわせてとかというんじゃない、こういうのにお金を使うというの
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は、私は非常に大事なことだと思うんですよね。ただ災害のときだけお願いばかりす

るんじゃなくて、この人方、いざとしたときに活躍してもらうためには、ふだんの

やっぱり待遇改善というか、ここにやっぱり万全の体制を整えていただきたいと思

うんですが、そこら辺の考え方についてお聞きしたいと思います。

それから、４点目の行財政改革についてなんですけども、非常に私、ちょっと、財

政調整基金ね、これ１５億円の確保を目指すということで皆さんが一生懸命頑張って

いるんだけれども、今現在で５億２万１千円しかないという話を聞いて、ちょっと

びっくりしたんですね。そしてさらにですね、基金残高の今後の減少も考えられると

いうんだけれども、この減少も考えられるということは、どういうものを想定されて

いるのか、そこら辺についてお伺いしたいと思います。

それからですね、市長が選挙公約で、何と言いますか組織機構の見直しということ

で、観光商工課と生涯学習課を再編して観光課とか、男鹿市まるごと売り込み課と

か、文化スポーツ課、３課体制にするという考え方なんですけども、市長のやっぱり

考えるときにですね、そういう編成もいいんですけどもね、やっぱりそこにどのぐら

いの職員を配置すると、やっぱり職員の数もある程度考えていかないとですね、私方

ね、来年ですよ、来年の４月１日には、この間の何ですか、第３次行政改革大綱の見

直しの中で財政健全化に向けた目標値として、これは平成２８年１１月１４日の資料

なんですけれども、３３６人にすると。ここで財政効果として１４億６千万の財政効

果があると言ってるんですよ。こういうふうにね、定員管理もして人を減らしていか

ないと財政はもちませんよということで第３次改革で、こういう計画を立ててやって

いるんですよね。それが機構改革やる、機構改革やる、連携強化だと、市民サービス

の提供だと言ってるけども、やっぱり最後になると、やっぱりあれだと思いますよ、

財政だと思うんですよ。だから、そこでそうすれば職員の数は、再編はするけれども

職員の数はわかりませんと。そうすれば、行財政改革って財政のことも考えているの

に、そうすればどうなるんですかと聞きたくなるんですよ。やっぱり、ばらばらでは

私はだめだと思うんですよね。やっぱり何ていうんですか、３３６人にしなくとも、

これだけのことをやるとどのぐらいなるので、今まで見直ししていたことが、このぐ

らいちょっと財政計画がちょっと下がってきますとかって、何か話しながら機構改革

の見直しを話していかないとですね、市長の独断みたいな形で、何が何だか私方よく
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わからなくなってしまうんですけどもね、そこら辺について市長は何か笑っているよ

うだけどもね、考え方についてお伺いします。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 米谷議員のご質問にお答えします。

まずはじめに、お客が喜ぶ駅舎ができるのかと、そういうことですけども、それは

お客が喜ばないような駅舎をつくると商売にならないので、みんなで知恵を出してや

るんです。現在でも「ＡＣＣＵＭ」に乗り鉄ファン、撮り鉄ファンが、数字はわから

ないですけども、かなりの人が来ています。そして、新しい駅舎は屋上が展望施設に

なっています。あそこから見る寒風山の景色はすばらしいです。あそこに入ってい

く、出ていく「ＡＣＣＵＭ」を撮る、寒風山をバックにして撮る姿はすばらしいもの

があると思います。そして、先ほども言ったように、港に面した終着駅というのはな

いですよね。こういうロマンチックな駅というのはないんです。何とかそのことも考

えてもらいたい。

そして、時間をかけてゆっくりと言いましたけども、私がいつも言ってるように、

時間がないから頑張っていくんです。今の男鹿には時間がないです。いろんなことを

走りながら改革しないとできないです。ほかの市町村はわからないですけども、ここ

でずっと時間をかけていたら、できないです。この駅舎のことについても、恐らくＪ

Ｒが大英断をしてくれています。ここ一、二年でいろんなことを変えていこうと、今

やらないといつやるんだと、そういうスタンスです。だから、そのことも何とか理解

してもらいたい。

そしてまた、都市計画でやると非常に時間がかかるんです。そしてまた、補助金の

率もよくないと。それで合併特例債でやったらどうかという話をしているところで

す。

現駅舎はどうなるんだっていう話ですけども、今、まちづくりの中でいろんなこと

を発想ができると思っています。ＮＰＯとか、そしてまた移住・定住のことをつくっ

ていくとか、いろんな発想を、みんなで知恵を出し合ってやっていくと。あそこの施

設については、やっぱり男鹿市が使わないと生かしていけるところがないのかなとい

うことを今考えています。男鹿市も含めていろんな施設に活用できないかなというこ
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とを考えていきたいと思っています。

そして、行財政改革のことですけども、予算査定とかってやっていると、みんな暗

い顔で経費削減と、そういう話が出ます。いつもの話ですけども、経費削減は大事で

す。むだなことを省くと。じゃあどうやって入れることを考えていくかと。入るを図

らなきゃだめです。ちょっと入るを図ることの話が不足しているので、具体的には一

番手っ取り早いのは、ふるさと納税をやると４割が市の収入になるそうですので、そ

のことを今一生懸命やっています。だから、議員の方々からも、何とか男鹿市外の人

に声をかけて頼むと、お得になりますよと、お得な制度ですから、男鹿も困っている

ので、お互いのためにやりましょうと、そういうスタンスでやってください。私、こ

こ２週間、３週間ですか、動いてますけども、結構申し込みは来ています。そして、

非常にうれしいというか、目標になり得る話は、高知県の奈半利町っていうたったの

３千２００人の町が２０億のふるさと納税をやっているらしいです。財政規模と同じ

ぐらい集めているんです。今の道の駅おがができれば、いろんな可能性があるので、

商品がふえていく、そのことを何とか全市を挙げてやれないかなということを思って

います。

そしてまた、健康づくりについても取り組んでいます。ポイント制とかね。だか

ら、今、先ほどから問題になっている社会費っていうんですか、国保とか、それから

介護保険、それを減らすためには、やっぱり健康でいなきゃだめだと。そしてまた、

目標を持って生きる、生きがいをもって働くと、そういう雇用の場もつくっていきた

いと、いけるのかなと、そういうことを期待しています。新しい産業の掘り起こしの

中で。

そしてまた、組織機構改革ですけれども、私は、はっきり言うと、職員の数までは

聞いてないですけども、現状維持でやっていくんだと、そういうことだと思っていま

す。

発想は、落としどころはここなんだと、それを決めてみんなで知恵を出してもって

いくというのが、スピード感のあるやり方だと思っています。私は、やってよかった

なと思っていることは、ジオパークやって、ジオパークについては、多くの自治体が

観光においているそうです。そしてまた、環境庁が、そのものが、今までは人を入れ

ないと、自然保護だということが、もう大命題があったわけですけれども、入れると
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ころには入れていくと、ゾーニングをしていくと、観光客を入れると、そういうス

タンスです。そしてまた、文科省の文化財も、お祭りとかそういう文化財については

見せていくんだと、観光していくというそういうスタンスらしいので、今の考えてい

る観光文化スポーツ部というのはよかったなと、そういうことを考えています。どう

か皆さんのご理解をお願いします。

以上です。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えいたします。

まず、地域振興基金活用事業についてでございますが、交付対象事業としまして

は、米谷議員もおっしゃっておりますように、新たな地域活性化イベント、地域資源

を活用または掘り起こす活動、地域づくりに資する講演会、学習会または交流会、そ

の他自主的な地域づくりを推進する活動となっておりまして、確かに一部わかりづら

い部分もございますが、これらについては事前にご相談があれば担当課の方でもご説

明申し上げておりますし、これは募集に当たって具体的な事業内容等、例示するなど

して市民の方々にわかりやすい周知の仕方を検討していきたいと思っております。

それから、これにつきましては、基金の運用益を活用して行っておりますけれど

も、これまでの運用益５９６万円ほどございますけれども、２８年度末で残が４７０

万円ほど残っておりまして、平成２９年度は活用事業分が４０万円ございますので、

まだ額的にはございますが、おおむね予算措置は毎年５件程度、１００万円ほど毎年

度予算措置をしているところであります。

もう少し対象を広げるべきでないかというようなこともございましたが、この基金

につきましては、ご承知のように合併特例債を活用して造成した基金でございまし

て、もともとの趣旨からしますと、市民の連帯の強化及び地域振興に資する事業とい

うようなこととなっておりますので、現状では交付対象事業を見直すといったことは

考えてございませんが、やはり事業によっては単年度ではどうしてもこの先継続でき

ていかないような例もありますので、例えば秋田市のまちづくり交付金ですと、複数

年にわたって助成しているというような例もございますので、それらについては

ちょっと検討はしていきたいというふうに考えております。
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それから、消防団の処遇改善でございますが、当然処遇を改善する際、私どもは各

市の状況を比較しながら引き上げ額等を２７年の場合も判断したわけでございます

が、確かに現状では県内の１３市の中では低い方にあります。市長が答弁しておりま

すように、この後、財政状況も見ながら処遇改善には努めていきたいというふうに考

えております。

それから、機能別消防団でございますが、これは幹部会議でも話をしてございまし

て、できるだけ早期に導入できるよう、引き続き幹部会議等でご意見を伺いながら進

めていきたいというふうに考えております。

それから、財政調整基金の残高についてでございますが、現状の残高が減少してい

くという中の、何で減少していくのかというようなことでございますが、まず今年度

につきましては、今後の行政需要等を考慮しますと、若干今年度、先ほどの５億２万

１千円より減少すると見込んでおります。そのほか、現在、来年度の当初予算の編成

に向けて各課から要求額がございます。これらをやっていく中で、やはりどうしても

財政調整基金を取り崩していかなければならないというようなことが想定されてござ

います。そういう中で、今後、中期的にもやはり財政調整基金は、現状のままですと

取り崩していかなければならないというような状況にございまして、今後減少すると

いうようなことをお答えをしているところであります。

それから、機構改革に絡んで定員管理計画との関係でございますが、米谷議員が

ご質問にありましたように、平成３０年４月１日現在、定員管理計画では、医療職な

どを除いて３３６人の計画でございますが、現時点で私どもが平成３０年４月１日現

在の現時点の職員数の見込みは、定員管理計画より４人減の３３２人となっておりま

す。

それから、各課の、特に新たな部門を含めて各課の職員数でございますが、現在、

人事担当部局で、おおむねの案と言いますか、それは検討しております。各課の課長

のヒアリングを終わりまして、それらの状況を踏まえながら実際どの程度の職員の配

置が必要なのかということを今検討しているところでございまして、十分それぞれの

課が行政運営に支障のないような形で配置していきたいというふうには考えておりま

す。

○議長（三浦利通君） さらに、米谷議員。
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○３番（米谷勝君） 私ちょっとＪＲ男鹿駅舎、この移転のことについて、ちょっと市

長とかみ合わないなと思っているんですけどね。私はね、駅舎が喜ばれない駅舎にす

るわけがないとか、私、駅舎って言ってないんですよ。駅舎が移転新築されて、その

駅前の広場、それも一緒に一体となって完成しないと誰も喜ばないんじゃないかなっ

て、そこで聞いているんですよ。だから、今ある駅舎の自転車置場とか駅前広場と

か、そういうのどうなりますかって聞いても、さっぱり回答がないんですよね。そこ

を聞いているんですよ。例えば駅舎はできるけども、駅前広場できないので、自転車

置場は古いところを利用してくださいとか、駅前広場は何というかタクシーでもバス

でも回転するところは、古い場所を利用してくださいって、何かそういうの出てくる

のかなと思ってもさっぱり出てこないんですよ。そこで駅舎をね、誰も喜ばない駅舎

をつくるわけねでねと、私そんなことで聞いてるんでねんだものな。駅舎がどんなに

よくなって７月までに、無理無理に７月までやって、設計も何もできていない中で、

お金なんぼかかるかわからない中ででかしても、それに伴って駅前広場もちゃんと整

備されてお客さんを迎えないと、やっぱり役目果たさないんじゃないのかなって、そ

こを聞いているんですよ。だから、何も複合観光施設の７月完成でなくとも、駅舎の

完成は駅前広場も含めて、あっいい駅になったなと言われるようなもので完成されて

もいいんじゃないかなと、そこを聞いたわけです。そこら辺について、ちょっと行き

違いあります。もう一回お願いします。

それからですね、交付金についての中で、部長からいろいろ説明、細かいところま

でありましたけども、私、具体的にって聞いてたグラウンドゴルフの関係のあれで、

何もいいとか悪いとかって何もないので、私はね、この交付金というのは、地域づく

り交付金というのは、何も複数年とか２年とか３年とかって言ってるんでないんです

よ。単年度でいいんですよ。何も大きな整備とか、建設・建築とかそういう関係じゃ

なくてね、ごく小さいけれども、そのことによって活動の質、これに直接寄与するよ

うな町内会とか団体、グループへの、この支援のことについて聞いているんですよ。

地域振興基金が活用されるというのは、基金の趣旨に私はかなうことだと思って聞い

ているんですけども、そこら辺について相談があればって言ってるけれども、私は質

問された内容では、基金の趣旨に沿わないですか。そのことにもう一回お願いしたい

と思います。
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○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

私もボキャブラリーが不足している男で、うまく説明できないですけども、私が

言ってる駅舎というのは、駅全部を含めた、広場も含めた駅舎って、そういう意味で

す。そういう魅力的な広場をつくろうと。そこはね、１００パーセントということは

できるわけないので、来年の７月までは、最低限度のものをやらないとうまくないだ

ろうと。その後については、恐らくその道の駅が活性化すれば、市民理解も、議会の

理解も得られるだろうから、いろんなことをやっていけるんじゃないかなということ

を期待しています。

それで、当然、バスのロータリーとかそういうことについては、今の現状の駅を使

うとか、いや、そこではやっぱり乗降客に迷惑かけるので、もうちょっと寄せると

か、そのことのことはちゃんとやります。

そしてまた、タクシー乗り場は、ちょっと不便でも、まず現状でいくとか、いろん

なそういう必要最小限のことはきちっとやりますけども、私は１００パーセントはい

かないので、そのことをみんなで知恵を出してやっていきましょうということを申し

上げているんです。

以上です。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） 地域振興基金活用事業についてお答えをいたします。

市長も答弁しておりますように、効果が特定の団体に帰属する施設維持や資産形成

への支援は対象外となりますけれども、例えば地域活性化が図られる事業であるこ

と、目的が明確で内容と必要経費が妥当な事業であること、地域の特色を取り込んで

いる事業であること、地域住民と合意形成が図られ実現が期待できる事業であって、

市民の連帯の強化、地域振興が図られるということが認められれば、本事業の対象と

なるものであります。

○議長（三浦利通君） ３番米谷勝君の質問を終結いたします。

○３番（米谷勝君） どうもありがとうございました。
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○議長（三浦利通君） 以上で、本日の議事は終了いたしました。

明日７日、午前１０時より本会議を再開し、引き続き、一般質問を行うことにいた

します。

本日は、これにて散会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ４時１７分 散 会


